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「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」の改定案 

（変更箇所抜粋） 
 

 この基本方針は、国（国会、各省庁、裁判所等）及び国等による環境物品等の調

達の推進等に関する法律第２条第２項の法人を定める政令（平成12年政令第556号）

に規定される法人（以下「独立行政法人等」という。）が環境負荷の低減に資する

原材料、部品、製品及び役務（以下「環境物品等」という。）の調達を総合的かつ

計画的に推進するための基本的事項を定めるものである。また、地方公共団体、事

業者、国民等についても、この基本方針を参考として、環境物品等の調達の推進に

努めることが望ましい。 

 なお、国がこれまでに定め、実行してきた環境保全に資する各種取組については、

この基本方針と連携を図りつつ引き続き適切な実行を図るものとする。 

 

１．国及び独立行政法人等による環境物品等の調達の推進に関する基本的方向 

(1) 環境物品等の調達推進の背景及び意義 

 地球温暖化問題や廃棄物問題など、今日の環境問題はその原因が大量生産、大

量消費、大量廃棄を前提とした生産と消費の構造に根ざしており、その解決には、

経済社会の在り方そのものを環境負荷の少ない持続的発展が可能なものに変革

していくことが不可欠である。このため、あらゆる分野において環境負荷の低減

に努めていく必要があるが、このような中で、我々の生活や経済活動を支える物

品及び役務（以下「物品等」という。）に伴う環境負荷についてもこれを低減し

ていくことが急務となっており、環境物品等への需要の転換を促進していかなけ

ればならない。 

 環境物品等への需要の転換を進めるためには、環境物品等の供給を促進するた

めの施策とともに、環境物品等の優先的購入を促進することによる需要面からの

取組を合わせて講ずることが重要である。環境物品等の優先的購入は、これらの

物品等の市場の形成、開発の促進に寄与し、それが更なる環境物品等の購入を促

進するという、継続的改善を伴った波及効果を市場にもたらすものである。また、

環境物品等の優先的購入は誰もが身近な課題として積極的に取り組む必要があ

るものであり、調達主体がより広範な環境保全活動を行う第一歩となるものであ

る。 

 このような環境物品等の優先的購入と普及による波及効果を市場にもたらす

上で、通常の経済活動の主体として国民経済に大きな位置を占め、かつ、他の主

体にも大きな影響力を有する国及び独立行政法人等（以下「国等」という。）が

果たす役割は極めて大きい。すなわち、国等が自ら率先して環境物品等の計画的

調達を推進し、これを呼び水とすることにより、地方公共団体や民間部門へも取

組の輪を広げ、我が国全体の環境物品等への需要の転換を促進することが重要で

ある。この基本方針に基づく環境物品等の調達推進は、環境基本法（平成５年法
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律第91号）第24条［環境への負荷の低減に資する製品等の利用の促進］及び循環

型社会形成推進基本法（平成12年法律第110号）第19条［再生品の使用の促進］

の趣旨に則るものである。 

 また、地球温暖化は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の

生存基盤に関わる最も重要な環境問題の一つとして認識されており、我が国にお

いても令和２年10月に2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す

旨を宣言したところである。さらにまた、地球規模での資源・廃棄物制約や海洋

プラスチックごみ問題への対応等を図ることも喫緊の課題となっている。このた

め、地球温暖化対策や資源循環の重要性に鑑み、「地球温暖化対策計画」（令和

３年10月22日閣議決定）及び「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排

出の削減等のため実行すべき措置について定める計画」（令和３年10月22日閣議

決定）並びに「循環型社会形成推進基本計画」（平成30年６月19日閣議決定）等

の趣旨を踏まえ、国等は環境物品等を率先して調達する必要がある。加えてさら

に、国等が率先してプラスチックの資源循環を推進するため、プラスチックに係

る資源循環の促進等に関する法律（令和３年法律第60号）第７条第１項に規定す

るプラスチック使用製品設計指針（令和４年１月19日内閣府・財務省・厚生労働

省・農林水産省・経済産業省・国土交通省告示第１号）に適合していると認定さ

れた設計に係るプラスチック使用製品（以下「認定プラスチック使用製品」とい

う。）については、国等の調達の推進が促進されるよう十分に配慮しなければな

らない。加えて、化石エネルギー中心の産業構造・社会構造をクリーンエネルギ

ー中心へ転換するグリーントランスフォーメーション（以下「GX」という。）に

向けた「脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（GX推進戦略）」（令和５年７月2

8日閣議決定）では、既に一定程度普及している低炭素製品については、官民に

よる調達を更に拡大するため、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法

律（平成12年法律第100号。以下「法」という。）等において調達すべき製品の

判断基準や算定方法について、見直し、検討を行うとされたことから、GXに資す

る見直しを積極的に行うものとする。 

 

(2) 環境物品等の調達推進の基本的考え方 

 国等の各機関（以下「各機関」という。）は、国等による環境物品等の調達の

推進等に関する法律（平成12年法律第100号。以下「法」という。）法第７条の

規定に基づき、毎年度、基本方針に即して、物品等の調達に関し、当該年度の予

算及び事務又は事業の予定等を勘案して、環境物品等の調達の推進を図るための

方針（以下「調達方針」という。）を作成・公表し、当該調達方針に基づき、当

該年度における物品等の調達を行うこととなる。 

 その際、具体的には以下のような基本的考え方に則り、調達を行うとともに、

調達された物品等の使用を進めていくものとする。 

 

① 物品等の調達に当たっては、従来考慮されてきた価格や品質などに加え、今

後は環境保全の観点が考慮事項となる必要がある。これにより、価格や品質な
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どとともに、環境負荷の低減に資することが物品等の調達契約を得るための要

素の一つとなり、これに伴う事業者間の競争が環境物品等の普及をもたらすこ

とにつながる。各機関は、このような認識の下、環境関連法規の遵守はもちろ

んのこと、事業者の更なる環境負荷の低減に向けた取組に配慮しつつ、できる

限り広範な物品等について、環境負荷の低減が可能かどうかを考慮して調達を

行うものとする。 

 

② 環境負荷をできるだけ低減させる観点からは、地球温暖化、大気汚染、水質

汚濁、生物多様性の減少、廃棄物の増大等の多岐にわたる環境負荷項目をでき

る限り包括的にとらえ、かつ、可能な限り、資源採取から廃棄に至る、物品等

のライフサイクル全体についての環境負荷の低減を考慮した物品等を選択す

る必要がある。また、局地的な大気汚染の問題等、地域に特有の環境問題を抱

える地域にあっては、当該環境問題に対応する環境負荷項目に重点を置いて、

物品等を調達することが必要な場合も考えられる。 

 

③ 各機関は、環境物品等の調達に当たっては、調達総量をできるだけ抑制する

よう、物品等の合理的な使用等に努めるものとし、法第11条の規定を念頭に置

き、法に基づく環境物品等の調達推進を理由として調達総量が増加することの

ないよう配慮するものとする。また、各機関は調達された環境物品等について、

長期使用や適正使用、分別廃棄などに留意し、期待される環境負荷の低減が着

実に発揮されるよう努める。なお、近年は環境負荷の低減を図る観点及び新し

い生活様式への対応等から、情報通信技術を活用したテレワークやWeb会議シ

ステムの導入による非対面業務への切替が積極的に試みられている。こうした

非対面業務への切替に当たっては、物品等の調達総量やエネルギー消費量の増

大を招かないよう適切に検討することが重要である。 

 

 また、環境物品等の調達を推進するに当たっては、ＷＴＯ政府調達協定（特に

同協定第10条技術仕様書及び入札説明書の規定）との整合性に十分配慮し、国際

貿易に対する不必要な障害とならないように留意する。 

 

２．特定調達品目及びその判断の基準並びに特定調達物品等の調達の推進に関する基本

的事項 

(1) 基本的考え方 

 ア．特定調達品目の基本的事項 

 特定調達品目は、国等が重点的に調達を推進すべき環境物品等の種類であり、

国等による一定の調達があり、かつ、国等が環境物品等の調達を推進すること

で、環境物品等への需要の転換が見込める場合に設定するものである。 

 

 イ．判断の基準等の基本的事項 

 特定調達品目の判断の基準は、各機関の調達方針における毎年度の調達目標
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の設定の対象となる物品等を明確にするための要件として定められるもので

ある。 

 環境物品等の調達に際しては、できる限りライフサイクル全体にわたって多

様な環境負荷の低減を考慮することが望ましいが、特定調達物品等の実際の調

達に当たっての客観的な指針とするため、特定調達品目ごとの判断の基準は数

値等の明確性が確保できる事項について設定することとする。当該事項の設定

に当たっては、より高い環境性能に基づく調達を推進する観点から、必要に応

じ、同一事項において複数の基準値を設定する。 

 また、全ての環境物品等は相応の環境負荷低減効果を持つものであるが、判

断の基準は、そのような様々な環境物品等の中で、環境物品等の調達を推進す

るに当たっての一つの目安を示すものであり、判断の基準を満たす物品等が唯

一の環境保全に役立つ物品等であるとして、これのみが推奨されるものではな

い。各機関においては、判断の基準を満たすことにとどまらず、環境物品等の

調達推進の基本的考え方に沿って、ライフサイクル全体にわたって多様な環境

負荷項目に配慮した、できる限り環境負荷の低減を図った物品等の調達に努め

ることが望ましい。なお、判断の基準の事項の中で設定される数値について、

より高い環境性能を示すものとして「基準値１」を、最低限満たすべきものと

して「基準値２」を設定する。各機関においては、脱炭素社会の実現を目指す

観点からも、可能な限り「基準値１」による調達を推進するものとし、早期に

「基準値２」から「基準値１」による調達への移行が期待される。 

 さらに、現時点で判断の基準として一律に適用することが適当でない事項で

あっても環境負荷低減上重要な事項については、判断の基準に加えてさらに調

達に当たって配慮されるべく、配慮事項を設定することとする。なお、各機関

は、調達に当たり配慮事項を適用する場合には、個別の調達に係る具体的かつ

明確な仕様として事前にこれを示し、調達手続の透明性や公正性を確保するも

のとする。 

 なお、判断の基準は環境負荷の低減の観点から定められるものであることか

ら、環境負荷の低減に直接的又は間接的に関連しない品質、機能、価格等の調

達される物品等に期待される事項については規定しないものとする。 

 

 ウ．特定調達品目及びその判断の基準等の見直しと追加 

 特定調達品目及びその判断の基準等は、特定調達物品等の開発・普及の状況、

科学的知見の充実等に応じて適宜見直しを行っていくものとする。 

 また、今後、特定調達品目及びその判断の基準等の見直し・追加を行うに当

たっては、手続の透明性を確保しつつ、学識経験者等の意見も踏まえ、法に定

める適正な手続に従って行うものとする。 

 

 エ．特定調達物品等の調達目標の設定 

 各機関は、調達方針において、特定調達品目ごとに定められたそれぞれの目

標の立て方に従って、毎年度、特定調達物品等に係る調達目標を設定するもの
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とする。 

 

 オ．公共工事の取扱い 

 公共工事については、各機関の調達の中でも金額が大きく、国民経済に大き

な影響力を有し、また国等が率先して環境負荷の低減に資する方法で公共工事

を実施することは、地方公共団体や民間事業者の取組を促す効果も大きいと考

えられる。このため、環境負荷の低減に資する公共工事を役務に係る特定調達

品目に含めたところであり、以下の点に留意しつつ積極的にその調達を推進し

ていくものとする。 

 公共工事の目的となる工作物（建築物を含む。）は、国民の生命、生活に直

接的に関連し、長期にわたる安全性や機能が確保されることが必要であるため、

公共工事の構成要素である資材等の使用に当たっては、事業ごとの特性を踏ま

え、必要とされる強度や耐久性、機能を備えていることについて、特に留意す

る必要がある。また、公共工事のコストについては、予算の適正な使用の観点

からその縮減に鋭意取り組んできていることにも留意する必要がある。調達目

標の設定は、事業の目的、工作物の用途、施工上の難易により資材等の使用形

態に差異があること、調達可能な地域や数量が限られている資材等もあること

などの事情があることにも留意しつつ、より適切なものとなるように、今後検

討していくものとする。 

 また、公共工事の環境負荷低減方策としては、資材等の使用の他に、環境負

荷の少ない工法等を含む種々の方策が考えられ、ライフサイクル全体にわたっ

た総合的な観点からの検討を進めていくこととする。 

 

(2) 各特定調達品目及びその判断の基準等 

  別記のとおり。 

 

(3) 特定調達物品等以外の環境物品等 

 特定調達物品等以外の環境物品等についても、その事務又は事業の状況に応じ

て、調達方針の中でできる限り幅広く取り上げ、可能な限り具体的な調達の目標

を掲げて調達を推進していくものとする。 

 特に、役務については、本基本方針において特定調達品目として定められてい

ない場合であっても、特定調達物品等を用いて提供されているものについては環

境負荷の低減に潜在的に大きな効果があると考えられることから、各機関におい

て積極的に調達方針で取り上げていくよう努めるものとする。 

 また、一般に市販されている物品等のみならず、各機関の特別の注文に応じて

調達する物品等についてもそれに伴う環境負荷の低減を図っていくことが重要

であることから、かかる特注品についても調達方針で取り上げ、その設計段階等、

できるだけ初期の時点で環境負荷の低減の可能性を検討、実施していくことが望

まれる。 

 さらに、各機関において直接調達する物品等にとどまらず、調達した物品等を
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輸送する際に、低燃費・低公害車による納入や納入量に応じた適切な大きさの自

動車の使用を求めること、可能な範囲で提出書類を簡素化すること等、調達に伴

い発生する環境負荷についても、可能な限り低減を図るよう努めるものとする。 

 

３．その他環境物品等の調達の推進に関する重要事項 

(1) 調達の推進体制の在り方 

 各機関において、環境物品等の調達を推進するための体制を整備するものとす

る。原則として、体制の長は内部組織全体の環境物品等の調達を統括できる者（各

省庁等にあっては局長（官房長）相当職以上の者）とするとともに、体制には全

ての内部組織が参画することとする。なお、環境担当部局や会計・調達担当部局

が主体的に関与することが必要である。各機関は、具体的な環境物品等の調達の

推進体制を調達方針に明記する。 

 

(2) 調達方針の適用範囲 

 調達方針は原則として、各機関の全ての内部組織に適用するものとする。ただ

し、一律の環境物品等の調達推進が困難である特殊部門等については、その理由

を調達方針に明記した上で、別途、個別の調達方針を作成する。各機関は、調達

方針の具体的な適用範囲を調達方針に明記する。 

 

(3) 調達方針の公表並びに調達実績の概要の取りまとめ及び公表の方法等 

 調達方針の公表を通じた毎年度の環境物品等の調達目標の公表は、事業者によ

る環境物品等の供給を需要面から牽引することとなる。また、環境物品等の調達

を着実に推進していくためには、調達実績を的確に把握し、調達方針の作成に反

映させていくとともに、分かりやすい形で調達実績の概要が公表されることによ

り、環境物品等の調達の進展状況が客観的に明らかにされることが必要である。 

 

(4) 関係省庁等連絡会議の設置 

 環境物品等の調達を各機関が一体となって効果的に推進していくため、各機関

間の円滑な連絡調整、推進策の検討などを行う関係省庁等連絡会議を設置する。 

 

(5) 職員に対する環境物品等の調達推進のための研修等の実施 

 調達実務担当者を始めとする職員に対して、環境物品等の調達推進のための意

識の啓発、実践的知識の修得等を図るため、研修や講演会その他の普及啓発など

の積極的な実施を図る。 

 

(6) 環境物品等に関する情報の活用と提供 

 環境物品等に関する情報については、各種環境ラベルや製品の環境情報をまとめた

データベースなど、既に多様なものが提供されている。また、認定プラスチック使用

製品については、主務大臣がその情報を公表することとされている。このため、各機

関は、提供情報の信頼性や手続の透明性など当該情報の適切性に留意しつつ、エコマ
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ークや、エコリーフなどの第三者機関による環境ラベルの情報の十分な活用を図ると

ともに、温室効果ガス削減のための取組であるカーボン・オフセットの認証に関する

ラベル、カーボンフットプリントマークを参考とするなど、できる限り環境負荷の低

減に資する物品等の調達に努めることとする。 

 さらに、物品等の定量的環境情報は、サプライチェーン全体での温室効果ガス排出

削減を促進する観点から、国の経済産業省・環境省が策定するした「カーボンフット

プリントの算定方法等に関する ガイドライン」に準拠し整合して、可能な限り実績

値を使用して算定され、適切に開示がなされたものが適当であると考えられる。各機

関は、このガイドラインに則した定量的環境情報が整備された品目から先行して、温

室効果ガスの排出量が少ない製品を優先的に選択するよう努めることとする。 

 また、国は、各機関における調達の推進及び事業者や国民の環境物品等の優先的購

入に資するため、環境物品等に関する適切な情報の提供と普及に努めることとする。

くわえて、事業者、各機関その他関係者は、特定調達物品等の調達に係る信頼性の確

保に努めることとする。 
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別 記 

 

１．定 義 

この別記において、「判断の基準」、「基準値１」、「基準値２」及び「配慮事項」の定義は、

それぞれ下記のとおりとする。 

 

「判断の基準」： 

「基準値１」 ： 

 

 

「基準値２」 ： 

 

「配慮事項」 ： 

法第６条第２項第２号に規定する特定調達物品等であるための基準 

判断の基準において同一事項に複数の基準値を設定している場合に、当該事

項におけるより高い環境性能の基準値であり、可能な限り調達を推進してい

く基準として示すもの 

判断の基準において同一事項に複数の基準値を設定している場合に、各機関

において調達を行う最低限の基準として示すもの 

特定調達物品等であるための要件ではないが、特定調達物品等を調達するに

当たって、更に配慮することが望ましい事項 
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２．紙 類 

(1) 品目及び判断の基準等 

【印刷用紙】 

塗工されていない

印刷用紙 

 

 

塗工されている印

刷用紙 

【判断の基準】 

①次のいずれかの要件を満たすこと。 

ア．塗工されていないものにあっては、古紙パルプ配合率、森林認

証材パルプ利用割合配合率、間伐材等パルプ利用割合配合率、管

理木材パルプ配合率、その他の持続可能性を目指した原料の調達

方針に基づいて使用するパルプ利用割合配合率及び白色度を備考

５６の算定式により総合的に評価した総合評価値が7080以上であ

ること。 

イ．塗工されているものにあっては、古紙パルプ配合率、森林認証

材パルプ利用割合配合率、間伐材等パルプ利用割合配合率、管理

木材パルプ配合率、その他の持続可能性を目指した原料の調達方

針に基づいて使用するパルプ利用割合配合率及び塗工量を備考５

６の算定式により総合的に評価した総合評価値が7080以上である

こと。 

②古紙パルプ、森林認証材パルプ、間伐材等パルプ、管理木材パルプ

及びその他の持続可能性を目指した原料の調達方針に基づいて使用

するパルプ以外のパルプを原料として使用しないこと。 

②③バージンパルプが使用される場合にあっては、その原料の原木は、

伐採に当たって、原木の生産された国又は地域における森林に関す

る法令に照らして手続が適切になされたものであること。ただし、

合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木等の再生資源

により製造されたバージンパルプには適用しない。 

③④製品の総合評価値及びその内訳（指標項目ごとの、指標値又は加

算値、及び評価値）がウエブサイト等で容易に確認できること。 

④⑤再生利用しにくい加工が施されていないこと。 

 

【配慮事項】 

①総合評価値がより高いものであること。 

①②古紙パルプ配合率が可能な限り高いものであること。 

②③バージンパルプが原料として使用される場合にあっては、原料と

される原木は持続可能な森林経営が営まれている森林から産出され

たものであること。また、森林認証材パルプ及び間伐材等パルプの

利用割合配合率が可能な限り高いものであること。 

③④製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容

易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

備考） １ 「管理木材パルプ」とは、森林認証材とは異なるが、森林認証制度により容認されない分

類に属さない木材であって、認証取得組織間のみで取り引きされ、その適格性について第三

者認証機関によって検証された木材を原料とするパルプをいう。 

２ 「その他の持続可能性を目指した原料の調達方針に基づいて使用するパルプ（以下「その

他の持続可能性を目指したパルプ」という。）」とは、次のいずれかをいう（森林認証材パル

プ、間伐材等パルプ及び管理木材パルプに該当するものを除く。）。 

ア．森林の有する多面的機能を維持し、森林を劣化させず、森林面積を減少させないように

するなど森林資源を循環的・持続的に利用する観点から経営され、かつ、生物多様性の
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保全等の環境的優位性、労働者の健康や安全への配慮等の社会的優位性の確保について

配慮された森林から産出された木材に限って調達するとの方針に基づいて使用するパ

ルプ 

イ．資源の有効活用となる再・未利用木材（廃木材、建設発生木材、低位利用木材（林地残

材、かん木、木の根、病虫獣害・災害などを受けた丸太から得られる木材、曲がり材、

小径材などの木材）及び廃植物繊維）を調達するとの方針に基づいて使用するパルプ 

２３ 「間伐材等」とは、間伐材又は竹をいう。 

３４ 「指標項目」とは、古紙パルプ配合率、森林認証材パルプ利用割合配合率、間伐材等パ

ルプ利用割合配合率、管理木材パルプ配合率、その他の持続可能性を目指したパルプ利用割

合配合率、白色度及び塗工量をいう。 

また、「その他の持続可能性を目指したパルプ利用割合」とは、森林認証材パルプ利用割

合及び間伐材等パルプ利用割合に数量計上したものを除く持続可能性を目指した原料の調

達方針に基づいて使用するパルプをいう。 

４５ 「総合評価値」とは備考５６に示される Y1又は Y2の値をいう。 

「指標値」とは、備考５６に示される x1,x2,x3,x4,x5の指標項目ごとの値を、「加算値」と

は、備考５６に示される x56,x68の指標項目ごとの値をいう。 

「評価値」とは、備考５６の y1,y2,y3,y4,y5 について示される式により算出された数値又

は定められた数値をいう。 

５６ 総合評価値、評価値、指標値、加算値は以下の式による。 

Y1 = (y1 + y2 + y3) + y4 

Y2 = (y1 + y2 + y3) + y5 

y1 = x1 – 10 （40≦x1≦100） 

y2 = x2 + x3 （0≦x2 + x3≦60） 

y1 = x1 + x2 + x3 （0≦x1 + x2 + x3≦100） 

y2 = 0.75×x4 （0≦x4≦100） 

y3 = 0.5×x45 （0≦x45≦6070） 

y4 = – x56 + 75x7 （60≦x5≦75, x5＜60→x5=60, x5＞75→x5=75）（x7 -15≦x6≦x7, x6

＜x7 – 15→x6＝x7 – 15, x6＝x6＞x7→x7） 

y5 = – 0.5x68 + 20 （0＜x68≦10→x68=10, 10＜x68≦20→x68=20, 20＜x68≦30→x68=30, 

x68＞30→x68=40） 

Y1,Y2及び y1,y2,y3,y4,y5,x1,x2,x3,x4,x5,x6,x7,x8は次の数値を表す。 

Y1（塗工されていない印刷用紙に係る総合評価値）：y1,y2,y3,y4の合計値を算出し小数

点以下を切り捨てた数値 

Y2（塗工されている印刷用紙に係る総合評価値）：y1,y2,y3,y5の合計値を算出し小数点

以下を切り捨てた数値 

y1：古紙パルプ配合率、森林認証材パルプ配合率及び間伐材等パルプ配合率の合計値

に係る評価値を算出し小数点第二位を四捨五入した数値 

y2：森林認証材パルプ及び間伐材等パルプの合計利用割合管理木材パルプ配合率に係

る評価値を算出し小数点第二位を四捨五入した数値 

y3：その他の持続可能性を目指したパルプ利用割合配合率に係る評価値を算出し小数

点第二位を四捨五入した数値 

y4：白色度に係る加算値を算出し小数点第二位を四捨五入した数値（ファンシーペー

パー又は抄色紙（色上質紙及び染料を使用した色紙一般を含む。）には適用しな

い。） 
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ファンシーペーパー又は抄色紙であって、印刷に係る判断の基準（「印刷」参照）

に示された A ランク（紙へのリサイクルにおいて阻害とならないもの）の紙であ

る場合は 5、それ以外の紙である場合は 0 

y5：塗工量に係る加算値を算出し小数点第二位を四捨五入した数値 

x1：最低保証の古紙パルプ配合率（％） 

x2：森林認証材パルプ利用割合配合率（％） 

x2 ＝ （森林認証材パルプ／バージンパルプ）×（100－x1） 

x3：間伐材等パルプ利用割合配合率（％） 

x3 ＝ （間伐材等パルプ／バージンパルプ）×（100－x1） 

x4：管理木材パルプ配合率（％） 

x45：その他の持続可能性を目指したパルプ利用割合配合率（％） 

x4 ＝ （その他の持続可能性を目指したパルプ／バージンパルプ）×（100－x1） 

x56：白色度（％） 

白色度は生産時の製品ロットごとの管理標準値とし、管理標準値±3％の範囲内に

ついては許容する。ただし、ロットごとの色合わせの調整以外に着色された場合

（意図的に白色度を下げる場合）は加点対象とならない。 

x7：白色度の基準値（％） 

白色度の基準値は古紙パルプ配合率（x1）及びバージンパルプ配合率（x2 + x3 + x4 

+ x5）に対応した基準値であって、古紙パルプ配合率 100％の場合の基準値は 70％、

バージンパルプ配合率 100％の場合の基準値は 90％として次式により算定。 

x7 ＝ 0.7×x1 + 0.9×(x2 + x3 + x4 + x5) 

x68：塗工量（g/㎡） 

塗工量（両面への塗布量）は、生産時の製品ロットごとの管理標準値とする。 

６７ 調達を行う各機関は、印刷用紙を複写機、プリンタ等に使用する場合は、原料表示や製

品仕様等、紙製造事業者等が製品及びウエブサイトに公表する情報提供を踏まえ、本体機器

への適性や印刷品質に留意し、調達を行うこと。 

７８ 紙の原料となる原木についての合法性及び持続可能な森林経営が営まれている森林か

らの産出に係る確認を行う場合には、木材関連事業者にあっては、クリーンウッド法に則す

るとともに、林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドラ

イン（平成 18 年２月 18 日）」に準拠して行うものとする。また、木材関連事業者以外にあ

っては、同ガイドラインに準拠して行うものとする。 

８９ 紙の原料となる間伐材の確認は、林野庁作成の「間伐材チップの確認のためのガイドラ

イン（平成 21 年２月 13 日）」に準拠して行うものとする。 

９１０ 紙の場合は、複数の木材チップを混合して生産するため、製造工程において製品ごと

の実配合を担保することが困難等の理由を勘案し、間伐材等の管理方法は環境省作成の「森

林認証材・間伐材に係るクレジット方式運用ガイドライン（平成 21 年２月 13 日）」に準拠

したクレジット方式を採用することができる。また、森林認証材及び管理木材については、

各制度に基づくクレジット方式により運用を行うことができる。 

なお、「クレジット方式」とは、個々の製品に実配合されているか否かを問わず、一定期

間に製造された製品全体に使用された森林認証材・、間伐材等などとそれ以外の原料の使用

量に基づき、個々の製品に対し森林認証材・、間伐材等などが等しく使われているとみなす

方式をいう。 

１０ 令和４年度における印刷用紙に係る判断の基準の見直しは、印刷用紙の原料となる古紙

の調達に支障が生じている状況に鑑み、緊急的な措置として令和７年度末までの時限措置と

し、令和７年度まで製品の市場動向等を踏まえ検討を行い、適切に見直すものとする。 
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なお、令和４年２月 25 日閣議決定の基本方針で適用していた、見直し前の判断の基準は

以下のとおり。 

判断の基準①で求める備考５の算定式により総合的に評価した総合評価値が 80 以上

であること。 

y1 = x1 – 10 （60≦x1≦100） 

y2 = x2 + x3 （0≦x2 + x3≦40） 

y3 = 0.5×x4 （0≦x4≦40） 

 

 

 

(2) 古紙及び古紙パルプ配合率 

各品目において判断の基準となっている古紙及び関連する用語、古紙パルプ配合率の定

義は、以下のとおりとする。 

 

【古紙及び関連する用語の定義】 

古紙 市中回収古紙及び産業古紙。 

市中回収古紙 店舗、事務所及び家庭などから発生する使用済みの紙であって、紙製造

事業者により紙の原料として使用されるもの（商品として出荷され流通

段階を経て戻るものを含む。）。 

産業古紙 原紙の製紙工程後の加工工程から発生し、紙製造事業者により紙の原料

として使用されるもの。 

ただし、紙製造事業者等（当該紙製造事業者の子会社、関連会社等の関

係会社を含む。）の紙加工工場、紙製品工場、印刷工場及び製本工場な

ど、紙を原料として使用する工場若しくは事業場において加工を行う場

合、又は当該紙製造事業者が製品を出荷する前に委託により他の事業者

に加工を行わせる場合に発生するものであって、商品として出荷されず

に当該紙製造事業者により紙の原料として使用されるものは、古紙とし

ては取り扱わない（当該紙製造事業者等の手を離れ、第三者を介した場

合は、損紙を古紙として取り扱うための意図的な行為を除き、古紙とし

て取り扱う。）。 

損紙 以下のいずれかに該当するもの。 

・製紙工程において発生し、そのまま製紙工程に戻され原料として使用

されるもの（いわゆる「回流損紙」。ウェットブローク及びドライブ

ローク）。 

・製紙工場又は事業場内に保管されて原料として使用されるもの（いわ

ゆる「仕込損紙」）。 

・上記産業古紙の定義において、「ただし書き」で規定されているもの。 

紙製造事業者 「日本標準産業分類」（平成 21年総務省告示第 175号）の中分類に掲げ

る「紙製造業（142）」であり、小分類の「洋紙製造業（1421）」「板紙製

造業（1422）」「機械すき和紙製造業（1423）」及び「手すき和紙製造業

（1424）」をいう。 
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子会社、関連会社及

び関係会社 

金融商品取引法（昭和 23年法律第 25号）第 193条の規定に基づく財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38 年大蔵省令第

59号）第８条の各項に定めるものをいう。 

 

【古紙パルプ配合率の定義】 

古紙パルプ配合率＝ 
古紙パルプ 

×100（％） 
（バージンパルプ＋古紙パルプ） 

パルプは含水率 10％の重量とする。 

上記算定式の分母及び分子には損紙は含まないものとする。 

 

 

 

(3) 目標の立て方 

各品目の当該年度の調達総重量（kg）に占める基準を満たす物品の重量（kg）の割合と

する。 
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３．文具類 

(1) 品目及び判断の基準等 

文具類共通 【判断の基準】 

○次のいずれかの要件を満たすこと。また、これに加えて、主要材料

以外の材料に木質が含まれる場合は②、紙が含まれる場合で原料に

バージンパルプが使用される場合は③イの要件をそれぞれ満たすこ

と。 

①金属を除く主要材料がプラスチックの場合は、再生プラスチック

がプラスチック重量の40％以上使用されていること又はバイオマ

スプラスチックであって環境負荷低減効果が確認されたものが使

用されていること。ただし、ポストコンシューマ材料からなる再

生プラスチックにあっては、プラスチック重量の20％以上使用さ

れていること。 

②金属を除く主要材料が木質の場合は、間伐材、合板・製材工場か

ら発生する端材等の再生資源であること、又は、原料の原木は、

伐採に当たって、原木の生産された国又は地域における森林に関

する法令に照らして手続が適切になされたものであること。 

③金属を除く主要材料が紙の場合は、次の要件を満たすこと。 

ア．紙の原料は古紙パルプ配合率 50％以上であること。 

イ．紙の原料にバージンパルプが使用される場合にあっては、そ

の原料の原木は、伐採に当たって、原木の生産された国又は地

域における森林に関する法令に照らして手続が適切になされた

ものであること。ただし、間伐材により製造されたバージンパ

ルプ及び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木

等の再生資源により製造されたバージンパルプには適用しな

い。 

④大部分の材料が金属類の場合は、次の要件を満たすこと。ただし、

すべての材料が金属の場合はイの要件を除く。 

ア．原材料の使用量の削減及び部品等の軽量化・減量化が図られ

るよう製品の設計がなされていること。 

イ．使用後に異種材料間の分解・分別が可能なものであること。

ただし、安全性などを考慮し、容易に分解・分別できないこと

が必要な部品を除く。 

⑤エコマーク認定基準を満たすこと又は同等のものであること。 

 

【配慮事項】 

①古紙パルプ配合率、再生プラスチック配合率が可能な限り高いもの

であること。 

②使用される塗料は、有機溶剤及び臭気が可能な限り少ないものであ

ること。 

③材料に木質が含まれる場合にあっては、その原料の原木は持続可能

な森林経営が営まれている森林から産出されたものであること。た

だし、間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の再生資源であ

る木材は除く。 

④材料に紙が含まれる場合でバージンパルプが使用される場合にあっ

ては、その原料の原木は持続可能な森林経営が営まれている森林か

ら産出されたものであること。ただし、間伐材により製造されたバ
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ージンパルプ及び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小

径木等の再生資源により製造されたバージンパルプには適用しな

い。 

⑤間伐材又は間伐材パルプの利用割合が可能な限り高いものであるこ

と。 

⑥製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイク

ルにおける温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭

素相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されているこ

と。 

⑦製品全体又は部品及び容器包装は、可能な限り単一素材化又は使用

する素材の種類が少なくなるよう配慮されていること。 

⑧製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑨製品の包装又は梱包にプラスチックを使用している場合は、再生プ

ラスチック又はバイオマスプラスチックであって環境負荷低減効果

が確認されたものが可能な限り使用されていること。 
注）文具類に定める特定調達品目については、共通して上記の判断の基準及

び配慮事項を適用する。ただし、大部分の材料が金属類に該当しない場合

であって、個別の特定調達品目について判断の基準（●印）を定めている

ものについては、上記の判断の基準に代えて、当該品目について定める判

断の基準（●印）を適用する。また、適用箇所を定めているものについて

は、適用箇所のみに上記の判断の基準を適用する。 

布粘着テープ（プ

ラスチック製クロ

ステープを含む。） 

【判断の基準】 

●テープ基材（ラミネート層を除くことができる。）については再生プ

ラスチックがプラスチック重量の40％以上使用されていること又は

バイオマスプラスチックであって環境負荷低減効果が確認されたも

のが使用されていること。 

ノート 【判断の基準】 

●古紙パルプ配合率 70％以上であること。また、紙の原料にバージン

パルプが使用される場合にあっては、その原料の原木は、伐採に当

たって、原木の生産された国又は地域における森林に関する法令に

照らして手続が適切になされたものであること。ただし、間伐材に

より製造されたバージンパルプ及び合板・製材工場から発生する端

材、林地残材・小径木等の再生資源により製造されたバージンパル

プには適用しない。 

●塗工されているものにあっては、塗工量が両面で 30g/㎡以下である

こと又は塗工されている印刷用紙に係る判断の基準を満たすこと。 

●塗工されていないものにあっては、白色度が 70％程度以下であるこ

と。 

備考） １  本項の判断の基準の対象とする「ステープラー（汎用型）」とは、JIS S 6036 の 2.に規

定するステープラつづり針の種類 10 号を使用するハンディタイプのものをいう。また、「ス

テープラー（汎用型以外）」とは、ステープラー（汎用型）以外のものをいい、針を用いな

い方式のものを含む。 

２  「ファイル」とは、穴をあけてとじる各種ファイル（フラットファイル、パイプ式ファ

イル、とじこみ表紙、ファスナー（とじ具）、コンピュータ用キャップ式等）及び穴をあけ

ずにとじる各種ファイル（フォルダー、ホルダー、ボックスファイル、ドキュメントファ

イル、透明ポケット式ファイル、スクラップブック、Ｚ式ファイル、クリップファイル、

用箋挟、図面ファイル、ケースファイル等）等をいう。 
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３  「バインダー」とは、MP バインダー、リングバインダー等をいう。 

４  「ファイリング用品」とは、ファイル又はバインダーに補充して用いる背見出し、ポケ

ット及び仕切紙をいう。 

５ 「古紙」及び「古紙パルプ配合率」とは、本基本方針「２．紙類」の「(2) 古紙及び古

紙パルプ配合率」による。 

６  「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく

は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を

再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

７ 「ポストコンシューマ材料」とは、製品として使用された後に、廃棄された材料又は製

品をいう。 

８ 「バイオマスプラスチック」とは、原料として植物などの再生可能な有機資源を使用す

るプラスチックをいう。 

９ 「環境負荷低減効果が確認されたもの」とは、製品のライフサイクル全般にわたる環境

負荷についてトレードオフを含め定量的、客観的かつ科学的に分析・評価し、第三者の LCA

専門家等により環境負荷低減効果が確認されたものをいう。 

１０ 「主要材料」とは、製品の構成材料として、消耗品、粘着部分を除いた製品重量の 50％

以上を占める材料をいう。なお、再生材料等に係る判断の基準は、金属を除く主要材料に

適用する。 

１１ 「消耗部分」とは、使用することにより消耗する部分をいう。なお、消耗部分が交換

可能な場合（カートリッジ等）は、交換可能な部分全てを、消耗部分が交換不可能な場合

（ワンウエイ）は、当該部分（インク等）のみ当該製品の再生材料の配合率を算定する分

母及び分子から除く。 

１２ 「粘着部分」とは、主としてラベル等に用いる感圧接着剤を塗布した面をいう。なお、

粘着材及び剥離紙・剥離基材（台紙）を当該製品の再生材料の配合率を算定する分母及び

分子から除く。 

１３ 「大部分の材料が金属類」とは、製品に使用されている金属類が消耗品、粘着部分を

除いた製品全体重量の 95％以上であるものをいう。 

１４ 文具類共通の判断の基準は、金属以外の主要材料としてプラスチック、木質及び紙を

使用している場合並びに大部分の材料が金属類である場合について定めたものであり、大

部分の材料が金属類に該当しない場合かつ金属が主要材料であって、プラスチック、木質

又は紙を使用していないものは、本項の判断の基準の対象とする品目に含まれないものと

する。 

１５ 文具類共通の判断の基準④アについては、自社の同等の機能を有する従来品と比較し

て原材料の使用量の削減及び軽量化・減量化が図られるよう製品の設計がなされているこ

と又は自社で定めた製品の機能に関連する重量原単位が削減されるよう設計がなされてい

ることとする。 

１６ 文具類共通の判断の基準⑤の「エコマーク認定基準」とは、公益財団法人日本環境協

会エコマーク事務局が運営するエコマーク制度の商品類型のうち、商品類型 No.112「文具・

事務用品 Version2」に係る認定基準をいう。なお、特定調達品目であってエコマーク認定

基準を満たす製品については備考１０に示す主要材料の定義によらず、判断の基準を満た

すものとみなす。 

１７ ダストブロワーに係る判断の基準における「フロン類」とは、フロン類の使用の合理

化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年法律第 64 号）第２条第１項に定める物質を

いう。判断の基準において使用できる物質は、二酸化炭素、ジメチルエーテル及びハイド

ロフルオロオレフィン（HFO1234ze）等。 

１８ ダストブロワーに係る判断の基準については、フロン類の使用の合理化及び管理の適

正化に関する法律（平成 13 年法律第 64 号）第２条第２項の指定製品の対象となる製品に
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適用するものとする。 

１９ 本項の判断の基準の対象となる「メディアケース」は、CD、DVD 及び BD 用とする。 

２０ 塗工されている印刷用紙に係る判断の基準は、本基本方針「２．紙類」の「塗工され

ている印刷用紙」による。 

２１ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度

に対する比を示す数値をいう。 

２２ 文具類共通の配慮事項⑥の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、

ライフサイクルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の

「カーボンフットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に準拠整合して算定したも

のとする。 

２３ 木質又は紙の原料となる原木についての合法性及び持続可能な森林経営が営まれてい

る森林からの産出に係る確認を行う場合には、林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、

持続可能性の証明のためのガイドライン（平成 18 年２月 18 日）」に準拠して行うものとす

る。なお、都道府県等による森林、木材等の認証制度も合法性の確認に活用できることと

する。 

ただし、平成 18 年４月１日より前に伐採業者が加工・流通業者等と契約を締結している

原木については、平成 18 年４月１日の時点で原料・製品等を保管している者があらかじめ

当該原料・製品等を特定し、毎年１回林野庁に報告を行うとともに、証明書に特定された原

料・製品等であることを記載した場合には、上記ガイドラインに定める合法な木材であるこ

との証明は不要とする。なお、本ただし書きの設定期間については、市場動向を勘案しつつ、

適切に検討を実施することとする。 

２４ 文具類共通の判断の基準④については、令和５年度１年間は経過措置を設けることと

し、この期間においては、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（令和４年２月

25 日閣議決定）の文具類に係る判断の基準①から判断の基準④のいずれか又は個別の特定

調達品目に係る判断の基準を満たす製品は、本項の判断の基準を満たすものとみなすこと

とする。 

 
 

 

(2) 目標の立て方 

各品目の当該年度の調達総量（点数）に占める基準を満たす物品の数量（点数）の割合

とする。 
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４．オフィス家具等 

(1) 品目及び判断の基準等 

いす 

 

机 

 

棚 

 

収納用什器（棚以

外） 

 

ロ－パ－ティショ

ン 

 

コートハンガー 

 

傘立て 

 

掲示板 

 

黒板 

 

ホワイトボード 

 

個室ブース 

 

ディスプレイスタ

ンド 

【判断の基準】 

○次の①から④のいずれかの要件及び⑤の要件を満たすこと、又は⑥

の要件を満たすこと。ただし、①から④について主要材料以外の材

料に木質が含まれる場合は③ア、イ及びウを、紙が含まれる場合で

原料にバージンパルプが使用される場合は④イの要件をそれぞれ満

たすこと。 

①大部分の材料が金属類である棚又は収納用什器であって、表１に

示された区分の製品は、次のア、イ及びウの要件を、それ以外の

場合及び大部分の材料が金属類であるディスプレイスタンドにあ

っては、イ及びウの要件を満たすこと。 

ア．区分ごとの基準を上回らないこと。 

イ．単一素材分解可能率が 90％以上であること。 

ウ．表２の評価項目ごとに評価基準に示された環境配慮設計がな

されていること。 

②金属を除く主要材料がプラスチックの場合は、次のいずれかの要

件を満たすこと。 

ア．再生プラスチックがプラスチック重量の 10％以上使用されて

いること。 

イ．バイオマスプラスチックであって環境負荷低減効果が確認さ

れたものがプラスチック重量の 25％以上使用されていること、

かつ、バイオベース合成ポリマー含有率が 10％以上であること。 

③金属を除く主要材料が木質の場合は、次のエの要件を満たすとと

もに、使用している原料に応じ、ア、イ及びウの要件を満たすこ

と。 

ア．間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の再生資源であ

ること。 

イ．間伐材は、伐採に当たって、原木の生産された国又は地域に

おける森林に関する法令に照らして手続が適切になされたもの

であること。 

ウ．上記ア以外の場合にあっては、原料の原木は、伐採に当たっ

て、原木の生産された国又は地域における森林に関する法令に

照らして手続が適切になされたものであること。 

エ．材料からのホルムアルデヒドの放散速度が、0.02mg/㎡ h以下

又はこれと同等のものであること。 

④金属を除く主要材料が紙の場合は、次の要件を満たすこと。 

ア．紙の原料は古紙パルプ配合率 50％以上であること。 

イ．紙の原料にバージンパルプが使用される場合にあっては、そ

の原料の原木は、伐採に当たって、原木の生産された国又は地

域における森林に関する法令に照らして手続が適切になされた

ものであること。 

ウ．上記イについては、間伐材により製造されたバージンパルプ

及び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木等の

再生資源により製造されたバージンパルプのうち、合板・製材

工場から発生する端材、林地残材・小径木等の再生資源により

製造されたバージンパルプには適用しない。 

⑤保守部品又は消耗品の供給期間は、当該製品の製造終了後 5 年以



 

－19－ 

上とすること。 

⑥エコマーク認定基準を満たすこと又は同等のものであること。 

 

【配慮事項】 

①修理及び部品交換が容易である等長期間の使用が可能な設計がなさ

れている、又は、分解が容易である等部品の再使用若しくは素材の

再生利用が容易になるような設計がなされていること。特に金属部

分については、資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法

律第48号。以下「資源有効利用促進法」という。）の判断の基準を踏

まえ、製品の長寿命化及び省資源化又は材料の再生利用のための設

計上の工夫がなされていること。 

②使用される塗料は、粉体塗料、水性塗料等の有機溶剤及び臭気が可

能な限り少ないものであること。 

③使用済製品の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあ

り、再使用又は再生利用されない部分については適正処理されるシ

ステムがあること。 

④材料に木質が含まれる場合にあっては、その原料の原木は持続可能

な森林経営が営まれている森林から産出されたものであること。た

だし、間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の再生資源であ

る木材は除く。 

⑤材料に紙が含まれる場合でバージンパルプが使用される場合にあっ

ては、その原料の原木は持続可能な森林経営が営まれている森林か

ら産出されたものであること。ただし、間伐材及び合板・製材工場

から発生する端材等の再生資源により製造されたバージンパルプを

除く。 

⑥製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイク

ルにおける温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭

素相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されているこ

と。 

⑦ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品であ

ること。 

⑧製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑨包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあるこ

と。 

備考） １ 本項の判断の基準の対象とする「ホワイトボード」とは、黒板以外の各種方式の筆記ボ

ードをいう。 

２ 「大部分の材料が金属類」とは、製品に使用されている金属類が製品全体重量の 95％以

上であるものをいう。 

３ 判断の基準①の「単一素材分解可能率」は次式の算定方法による。 

単一素材分解可能率（％）＝単一素材まで分解可能な部品数／製品部品数×100 

次のいずれかに該当するものは、単一素材分解可能率の算定対象となる部品に含まれな

いものとする。 

① 盗難、地震や操作上起こり得る転倒を防止するための部品（錠前、転倒防止機構部品、

安定保持部品等） 

②部品落下防止の観点から、本体より張り出しが起きる部位を保持する部品（ヒンジ、

引出レール等） 
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③日本産業規格（以下「JIS」という。）又はこれに準ずる部品の固定又は連結等に使用

する付属のネジ 

４ 「古紙」及び「古紙パルプ配合率」とは、本基本方針「２．紙類」の「(2) 古紙及び古

紙パルプ配合率」による。 

５ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく

は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を

再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

６ 「環境負荷低減効果が確認されたもの」とは、製品のライフサイクル全般にわたる環境

負荷についてトレードオフを含め定量的、客観的かつ科学的に分析・評価し、第三者の LCA

専門家等により環境負荷低減効果が確認されたものをいう。 

７ 「バイオマスプラスチック」とは、原料として植物などの再生可能な有機資源（バイオ

マス）を使用するプラスチックをいう。 

８ 「バイオベース合成ポリマー含有率」とは、プラスチック重量に占める、バイオマスプ

ラスチックに含まれるバイオマス由来原料分の重量の割合をいう。 

９ 放散速度が 0.02mg/㎡ h 以下と同等のものとは、次によるものとする。 

ア． 対応した JIS 又は日本農林規格があり、当該規格にホルムアルデヒドの放散量の基準

が規定されている木質材料については、Ｆ☆☆☆の基準を満たしたもの。JIS S 1031

に適合するオフィス用机・テーブル、JIS S 1032 に適合するオフィス用いす、JIS S 1039

に適合する書架・物品棚、及び JIS S 1033 に適合するオフィス用収納家具は、本基準

を満たす。 

イ． 上記 ア．以外の木質材料については、JIS A 1460 の規定する方法等により測定した数

値が次の数値以下であるもの。 

平均値 最大値 

0.5mg/L 0.7mg/L 

１０ 判断の基準③イについては、クリーンウッド法の対象物品に適用することとする。 

１１ 判断の基準④ウについては、クリーンウッド法の対象物品以外にあっては、間伐材に

より製造されたバージンパルプ及び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木

等の再生資源により製造されたバージンパルプには適用しないこととする。 

１２ 判断の基準⑥の「エコマーク認定基準」とは、公益財団法人日本環境協会エコマーク

事務局が運営するエコマーク制度の商品類型のうち、商品類型 No.130「家具 Version2」に

係る認定基準をいう。 

１３ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度

に対する比を示す数値をいう。 

１４ 配慮事項⑥の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイ

クルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボン

フットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に準拠整合して算定したものとする。 

１５ 「ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品」とは、当該製品の

ライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の算定基準に基づき、ライフサイクル全般に

わたる温室効果ガス排出量の全部を認証された温室効果ガス排出削減・吸収量（以下本項

において「クレジット」という。）を調達し、無効化又は償却した上で埋め合わせた（以下

本項において「オフセット」という。）製品をいう。 

１６ オフセットに使用できるクレジットは、当面の間、J-クレジット、二国間クレジット

（JCM）、地域版 J-クレジットなど我が国の温室効果ガスインベントリに反映できるものを

対象とする。なお、クレジットの更なる活用を図る観点から、クレジットに関する国内外

の議論の動向や市場動向を踏まえつつ、対象品目及び対象クレジットを拡大する等、需要

拡大に向けた検討を実施するものとする。 

１７ 木質又は紙の原料となる原木についての合法性及び持続可能な森林経営が営まれてい
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る森林からの産出に係る確認を行う場合には次による。 

ア．クリーンウッド法の対象物品にあっては、木材関連事業者は、クリーンウッド法に則

するとともに、林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のための

ガイドライン（平成 18 年２月 18 日）」に準拠して行うものとする。また、木材関連事

業者以外にあっては、同ガイドラインに準拠して行うものとする。 

イ．クリーンウッド法の対象物品以外にあっては、上記ガイドラインに準拠して行うもの

とする。なお、都道府県等による森林、木材等の認証制度も合法性の確認に活用でき

るものとする。 

ただし、平成 18 年４月１日より前に伐採業者が加工・流通業者等と契約を締結している

原木については、平成 18 年４月１日の時点で原料・製品等を保管している者があらかじめ

当該原料・製品等を特定し、毎年 1 回林野庁に報告を行うとともに、証明書に特定された

原料・製品等であることを記載した場合には、上記ガイドラインに定める合法な木材であ

ることの証明は不要とする。なお、本ただし書きの設定期間については、市場動向を勘案

しつつ、適切に検討を実施することとする。 

 

 

表１ 大部分の材料が金属類である棚又は収納用什器（収納庫）の棚板に係る機能重量の基準 

区 分 基準 

収納庫（カルテ収納棚等の特殊用途は除く。）の棚板 0.1 

棚（書架・軽量棚・中量棚）の棚板 0.1 

備考） 棚板に適用される機能重量の基準の算出方法は、次式による。 

機能重量の基準＝棚板重量（kg）÷棚耐荷重（kg） 

 

 

表２ 大部分の材料が金属類である棚又は収納用什器に係る環境配慮設計項目 

目 的 評 価 項 目 評 価 基 準 

リデュース配慮設計 
原材料の使用削減 原材料の使用量の削減をしていること。 

軽量化・減量化 部品・部材の軽量化・減量化をしていること。 

リサイクル配慮設計 

再生可能材料の使用 再生可能な材料を使用していること。 

再生可能材料部品の分

離・分解の容易化 

再生可能な材料を使用している部分は部品ごとに

簡易に分離・分解できる接合方法であること。 

その他の部品は容易に取り外しができること。 

再生資源としての利用 
合成樹脂部分の材料表示を図っていること。 

材質ごとに分別できる工夫を図っていること。 

 

 

(2) 目標の立て方 

各品目の当該年度の調達総量（点数）に占める基準を満たす物品の数量（点数）の割合

とする。 
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５．画像機器等 

５－１ コピー機等 

(1) 品目及び判断の基準等 

コピー機 

 

複合機 

 

拡張性のあるデ

ジタルコピー機 

【判断の基準】 

＜共通事項＞ 

○基準値１は、次の①から⑤の要件を、基準値２は、次の②から⑤の要

件をそれぞれ満たすこと。 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイク

ルにおける温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化

炭素相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されている

こと。 

②使用される用紙が特定調達品目に該当する場合は、特定調達物品等

を使用することが可能であること。 

③次のいずれかの要件を満たすこと。 

ア．リユースに配慮したコピー機及び複合機並びに拡張性のあるデ

ジタルコピー機（以下「コピー機等」という。）であること｡ 

イ．特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。 

④少なくとも25gを超える部品の一つに再生プラスチック部品又は再

使用プラスチック部品が使用されていること。 

⑤使用済製品の回収及び部品の再使用又は材料のマテリアルリサイ

クルのシステムがあること。また、回収した機器の再使用又は再生

利用できない部分については、減量化等が行われた上で、適正処理

され、単純埋立てされないこと。 

 

＜個別事項＞ 

①コピー機又は拡張性のあるデジタルコピー機（リユースに配慮したコ

ピー機又は拡張性のあるデジタルコピー機を含む。） 

ア．モノクロコピー機又は拡張性のあるモノクロデジタルコピー機

（大判機を除く。）にあっては、表１－１に示された区分ごとの基

準を満たすこと。 

イ．カラーコピー機又は拡張性のあるカラーデジタルコピー機（大判

機を除く。）にあっては、表１－２に示された区分ごとの基準を満

たすこと。 

ウ．大判コピー機又は拡張性のある大判デジタルコピー機にあって

は、表１－３に示された区分ごとの基準を満たすこと。 

②複合機（インクジェット方式を除く。） 

ア．モノクロ複合機（大判機を除く。）にあっては、表２－１、表３

及び表４に示された区分ごとの基準を満たすこと。 

イ．カラー複合機（大判機を除く。）にあっては、表２－２、表３及

び表４に示された区分ごとの基準を満たすこと。 

ウ．大判複合機にあっては、表５に示された区分ごとの基準を満たす

こと。 

エ．リユースに配慮したモノクロ複合機又は業務用モノクロ複合機

（大判機を除く。）にあっては、表６－１に示された区分ごとの基

準を満たすこと。 

オ．リユースに配慮したカラー複合機又は業務用カラー複合機（大判

機を除く。）にあっては、表６－２に示された区分ごとの基準を満
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たすこと。 

カ．リユースに配慮した大判複合機にあっては、表１－３に示された

区分ごとの基準を満たすこと。 

 

【配慮事項】 

①ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品である

こと。 

②使用される電池には、カドミウム化合物、鉛化合物及び水銀化合物が

含まれないこと。ただし、それらを含む電池が確実に回収され、再使

用、再生利用又は適正処理される場合は、この限りでない。 

③資源有効利用促進法の判断の基準を踏まえ、部品の再使用のための設

計上の工夫がなされていること。特に希少金属類を含む部品の再使用

のための設計上の工夫がなされていること。 

④分解が容易である等材料の再生利用のための設計上の工夫がなされ

ていること。 

⑤紙の使用量を削減できる機能を有すること。 

⑥製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ

及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑦包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあるこ

と。 

備考） １ 「複合機」とは、コピー機能に加えて、プリント、ファクシミリ送信又はスキャンのう

ち、1 以上の機能を有する機器をいう。 

２ 「業務用複合機」とは、以下のアからカの項目を全て満たし、かつ、製品の標準又は付

属品を含め、以下のキからスの機能の項目のうち、カラー製品の場合は５項目以上、モノ

クロ製品の場合は４項目以上を満たす複合機をいう。 

ア．坪量 141g/㎡以上を有する用紙のサポート  

イ．A3 判用紙の処理可能 

ウ．製品がモノクロの場合、製品速度 86 枚/分以上（製品速度については後述表１－１

の備考１参照） 

エ．製品がカラーの場合、製品速度 50 枚/分以上 

オ．各色に対するプリント解像度 600×600 ドット/インチ（dpi）以上 

カ．ベースモデルで 180kgを超える重量 

キ．紙容量 8,000 枚以上 

ク．デジタルフロントエンド 

ケ．パンチ穴開け 

コ．無線綴じ又はリング綴じ（若しくは類似のテープ若しくはワイヤ綴じ。ステープル

綴じを除く。） 

サ．DRAM1,024MB 以上 

シ．第三者による色認証 

ス．塗工紙対応 

３ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度に

対する比を示す数値をいう。 

４ 判断の基準＜共通事項＞①の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、

ライフサイクルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の
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「カーボンフットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に準拠整合して算定したも

のとする。 

５ 「リユースに配慮したコピー機等」とは、製造時にリユースを行なうシステムが構築･維

持され、そのシステムから製造されたものであり、以下の「再生型機」及び「部品リユー

ス型機」を指す。 

ア．「再生型機」とは、使用済みの製品を部分分解・洗浄・修理し、新品同等品質又は一定

品質に満たない部品を交換し、専用ラインで組み立てた製品をいう。 

イ．「部品リユース型機」とは、使用済みの製品を全分解・洗浄・修理し、新造機と同一品

質を保証できる部品を新造機と同等の製造ラインで組み立てた製品をいう。 

６ 「特定の化学物質」とは、鉛及びその化合物、水銀及びその化合物、カドミウム及びそ

の化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル並びにポリブロモジフェニルエーテ

ルをいう。 

７ 特定の化学物質の含有率基準値は、JIS C 0950（電気・電子機器の特定の化学物質の含

有表示方法）の附属書Ａの表 A.1（特定の化学物質、化学物質記号、算出対象物質及び含有

率基準値）に定める基準値とし、基準値を超える含有が許容される項目については、上記

JIS の附属書Ｂに準ずるものとする。なお、その他付属品等の扱いについては JIS C 0950

に準ずるものとする。 

８ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく

は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を

再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

９ 判断の基準＜共通事項＞④については、資源有効利用促進法の特定再利用業種に該当す

る機器に適用する。 

１０ 「マテリアルリサイクル」とは、材料としてのリサイクルをいう。エネルギー回収や

油化、ガス化、高炉還元、コークス炉化学原料化は含まない。 

１１ 「大判機」とは、幅が 406mm 以上の連続媒体に対応する製品を含み、A2 判又はそれ以

上の媒体用に設計された製品が含まれる。 

１２ 「希少金属類」とは、昭和 59 年８月の通商産業省鉱業審議会レアメタル総合対策特別

小委員会において特定された 31 鉱種（希土類は 17 元素を１鉱種として考慮）の金属をい

う。 

１３ リユースに配慮したコピー機等は、使用済みの製品を回収し、厳密な品質検査を経て

生産工程に供給され、当該機器の製造が可能となることから、安定的な製品供給が必ずし

も保証されない場合がある。このため、調達に当たり、環境側面に関して調達を行う各機

関が特定調達物品等であること以外の入札等の要件を示す場合は、判断の基準＜共通事項

＞③ア及びイについて併記すること。 

１４ コピー機等の調達時に、機器本体の消耗品としてトナー容器単体で構成される消耗品

を有する場合にあっては、本基本方針に示した品目「トナーカートリッジ」の判断の基準

①オの「トナーの化学安全性が確認されていること」を満たす場合は、特定調達物品等と

同等の扱いとすること。 

１５ 判断の基準＜共通事項＞②については、本体機器への影響や印刷品質に問題がなく使

用できる用紙であることが前提となる。 

１６ リユースに配慮したコピー機等の判断の基準の個別事項については、使用済みの製品

の回収までに相当程度期間を要することから、判断の基準を満たす製品が市場に供給され

るまでの期間は、表１－１、表１－２、表６－１及び表６－２の該当する要件を満たすこ

とで対応する判断の基準を満たすものとみなすこととする。なお、期間については、市場

動向を勘案しつつ、検討を実施することとする。 

１７ 「ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品」とは、当該製品の

ライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の算定基準に基づき、ライフサイクル全般に
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わたる温室効果ガス排出量の全部を認証された温室効果ガス排出削減・吸収量（以下本項

において「クレジット」という。）を調達し、無効化又は償却した上で埋め合わせた（以下

本項において「オフセット」という。）製品をいう。 

１８ オフセットに使用できるクレジットは、当面の間、J-クレジット、二国間クレジット

（JCM）、地域版 J-クレジットなど我が国の温室効果ガスインベントリに反映できるものを

対象とする。なお、クレジットの更なる活用を図る観点から、クレジットに関する国内外

の議論の動向や市場動向を踏まえつつ、対象品目及び対象クレジットを拡大する等、需要

拡大に向けた検討を実施するものとする。 

１９ ＜共通事項＞の基準値１については、令和６年３月 31 日まで経過措置を設けることと

し、この期間においては基準値１の適用はしない。 

 

 

表１－１ モノクロコピー機又は拡張性のあるモノクロデジタルコピー機（リユースに配慮したコピ

ー機又は拡張性のあるデジタルコピー機を含み、大判機を除く。）に係る標準消費電力量の基準 
製品速度（ipm） 基準（kWh） 自動両面要件 

ipm≦5 ≦0.3 

要件なし 5＜ipm≦20 ≦0.04×ipm＋0.1 

20＜ipm≦24 
≦0.06×ipm－0.3 

24＜ipm≦30 基本製品に内蔵されている、

あるいは任意の付属品 30＜ipm＜37 
≦0.11×ipm－1.8 

37≦ipm≦40 

基本製品に内蔵されている 
40＜ipm≦65 ≦0.16×ipm－3.8 

65＜ipm≦90 ≦0.2×ipm－6.4 

90＜ipm ≦0.55×ipm－37.9 

備考） １ 「製品速度」とは、モノクロ画像を生成する際の最大公称片面印刷速度であり、全ての

場合において、算出された ipm 速度は、最も近い整数に四捨五入される。１ipm（分当たり

の画像数）とは、１分間に A4 判又は 8.5"×11"の用紙１枚の片面を印刷することとする。

A4 判用紙と 8.5"×11"用紙とで異なる場合は、その２つの速度のうち速い方を適用する。

以下表７を除く全ての表において同じ。 

２ A3 判の用紙に対応可能な製品（幅が 275mm 以上の用紙を使用できる製品。）については、

区分ごとの基準に 0.3kWh を加えたものを基準とする。以下表１－２、表６－１及び表６－

２において同じ。 

３ 標準消費電力量の測定方法については、「国際エネルギースタープログラム要件 画像機

器の製品基準 画像機器のエネルギー使用量を判断するための試験方法バージョン 2.0」に

よる。以下表１－２、表６－１及び表６－２において同じ。 

 

 

表１－２ カラーコピー機又は拡張性のあるカラーデジタルコピー機（リユースに配慮したコピー機

又は拡張性のあるデジタルコピー機を含み、大判機を除く。）に係る標準消費電力量の基準 
製品速度（ipm） 基準（kWh） 自動両面要件 

ipm≦10 ≦1.3 

要件なし 10＜ipm≦15 ≦0.06×ipm＋0.7 

15＜ipm≦19 
≦0.15×ipm－0.65 

19＜ipm≦30 基本製品に内蔵されている、

あるいは任意の付属品 30＜ipm＜35 
≦0.2×ipm－2.15 

35≦ipm≦75 
基本製品に内蔵されている 

75＜ipm ≦0.7×ipm－39.65 
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表１－３ 大判コピー機又は拡張性のある大判デジタルコピー機（リユースに配慮した大判コピー機

及び大判複合機等を含む。）に係るスリープ移行時間、基本マーキングエンジンのスリープモー

ド消費電力、待機時消費電力の基準 

製品速度（ipm） 
スリープへの 

移行時間 

基本マーキングエンジンの 

スリープモード消費電力 
待機時消費電力 

ipm≦30 30 分 
≦8.2W ≦0.5W 

30＜ipm 60 分 

備考） １ 「スリープ」とは、電源を実際に切らなくても、一定時間の無動作後自動的に入る電力

節減状態をいう。以下表３、表４、表５及び表７において同じ。 

２ スリープモード消費電力の基準は、本表の基本マーキングエンジンのスリープモード消

費電力に表７の追加機能に対するスリープモード消費電力許容値を加算して算出された値

を適合判断に用いるものとする。 

３ 消費電力の測定方法については、「国際エネルギースタープログラム要件 画像機器の製

品基準 画像機器のエネルギー使用を判断するための試験方法バージョン 2.0」による。 

 

 

表２－１ モノクロ複合機（大判機を除く。）に係る標準消費電力量の基準 

製品速度（ipm） 基準（kWh） 自動両面要件 

ipm≦20 ≦0.263 
要件なし 

20＜ipm≦24 
≦0.018×ipm－0.115 

24＜ipm≦40 
基本製品に内蔵し、プリント

機能は初期設定されているこ

と 

40＜ipm≦60 ≦0.016×ipm－0.033 

60＜ipm≦80 ≦0.037×ipm－1.314 

80＜ipm ≦0.086×ipm－5.283 

備考） １ A3 判の用紙に対応可能な製品については、区分ごとの基準に 0.05kWh を加えたものを基

準とする。表２－２において同じ。 

２ Wi-Fi が出荷時にセットされた製品については、区分ごとの基準に 0.1kWh を加えたもの

を基準とする。表２－２において同じ。 

３ 標準消費電力量の測定方法については、「国際エネルギースタープログラム要件 画像機

器の製品基準 画像機器のエネルギー使用を判断するための試験方法（平成 30 年 12 月改

定）」による。表２－２において同じ。 

 

 

表２－２ カラー複合機（大判機を除く。）に係る標準消費電力量の基準 
製品速度（ipm） 基準（kWh） 自動両面要件 

ipm≦19 
≦0.254 

要件なし 

ipm＝20 

基本製品に内蔵し、プリント

機能は初期設定されているこ

と 

20＜ipm≦40 ≦0.024×ipm－0.250 

40＜ipm≦60 ≦0.011×ipm＋0.283 

60＜ipm≦80 ≦0.055×ipm－2.401 

80＜ipm ≦0.118×ipm－7.504 
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表３ リカバリー時間に係る基準 

製品速度（ipm） 

短い初期設定 長い初期設定 

スリープ移行

時間 Ts（分） 
リカバリー時間（秒） 

スリープ移行

時間 Ts（分） 
リカバリー時間（秒） 

0＜ipm≦5 0＜Ts≦5 

≦min(0.42×ipm+5,30) 

5＜Ts 

≦min(0.51×ipm+15,60) 

5＜ipm≦10 0＜Ts≦10 10＜Ts≦15 

10＜ipm≦20 0＜Ts≦10 10＜Ts≦20 

20＜ipm≦30 0＜Ts≦10 10＜Ts≦30 

30＜ipm≦40 0＜Ts≦10 10＜Ts≦45 

40＜ipm 0＜Ts≦15 15＜Ts≦45 

備考） １ 「リカバリー時間」とは、スリープモード又はオフモードから稼働準備状態になるまで

の時間をいい、算定方法は、以下の式による。 

リカバリー時間（秒）＝Tact1－Tact0 

Tact1：スリープモードから最初のシートが当該装置を出るまでの時間（秒） 

Tact0：稼働準備状態から最初のシートが当該装置を出るまでの時間（秒） 

２ 本表において min(A,B)は最小関数であり、A と B の小さい値を表す。例えば、短い初期

設定におけるリカバリー時間の基準の min(0.42×ipm+5,30)は、「0.42×ipm+5 秒」又は「30

秒」のいずれかのうち小さい値。 

３ 長い初期設定のスリープ移行時間（Ts）を超える製品については、リカバリー時間に関

する規定はない。 

 

 

表４ モノクロ複合機又はカラー複合機に係るスリープ移行時間の基準 

製品速度（ipm） 
スリープ移行時間 

初期設定 ユーザ調整 

ipm≦10 ≦15 分 

≦60 分 10＜ipm≦20 ≦30 分 

20＜ipm≦30 
≦45 分 

30＜ipm ≦120 分 

備考）  「ユーザ調整」とは、ユーザが調整可能な最大のスリープ移行時間。表５において同じ。 

 

 
表５ 大判複合機に係るスリープ移行時間、基本マーキングエンジンのスリープモード消費電力、オ

フモード消費電力の基準 

製品速度（ipm） 
スリープ移行時間 

基本マーキングエンジンの 

スリープモード消費電力 
オフモード 

消費電力 
初期設定 ユーザ調整 インクジェット 他マーキング技術 

ipm≦10 ≦15 分 

≦60 分 
≦5.4W ≦8.7W ≦0.3W 

10＜ipm≦20 ≦30 分 

20＜ipm≦30 
≦45 分 

30＜ipm ≦120 分 

備考） １ 「他マーキング技術」とは、インパクト方式及びインクジェット方式以外のマーキング

技術をいう。 

２ スリープモード消費電力の基準は、本表の基本マーキングエンジンのスリープモード消

費電力に表７の追加機能に対するスリープモード消費電力許容値を加算して算出された値

を適合判断に用いるものとする。ただし、表７の追加機能の種類のうち、スキャナ及び内

部ディスクドライブについては、スリープモード消費電力許容値の加算は適用しない。 
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３ 消費電力の測定方法については、「国際エネルギースタープログラム要件 画像機器の製

品基準 画像機器のエネルギー使用を判断するための試験方法（平成 30 年 12 月改定）」に

よる。 

 

 

表６－１ リユースに配慮したモノクロ複合機又は業務用モノクロ複合機（大判機を除く。）に係る標

準消費電力量の基準 
製品速度（ipm） 基準（kWh） 自動両面要件 

ipm≦5 ≦0.4 
要件なし 

5＜ipm≦24 
≦0.07×ipm＋0.05 

24＜ipm≦30 基本製品に内蔵されている、

あるいは任意の付属品 30＜ipm＜37 
≦0.11×ipm－1.15 

37≦ipm≦50 

基本製品に内蔵されている 50＜ipm≦80 ≦0.25×ipm－8.15 

80＜ipm ≦0.6×ipm－36.15 

 

表６－２ リユースに配慮したカラー複合機又は業務用カラー複合機（大判機を除く。）に係る標準消

費電力量の基準 
製品速度（ipm） 基準（kWh） 自動両面要件 

ipm≦10 ≦1.5 

要件なし 10＜ipm≦15 ≦0.1×ipm＋0.5 

15＜ipm≦19 
≦0.13×ipm＋0.05 

19＜ipm≦30 基本製品に内蔵されている、

あるいは任意の付属品 30＜ipm＜35 
≦0.2×ipm－2.05 

35≦ipm≦70 

基本製品に内蔵されている 70＜ipm≦80 ≦0.7×ipm－37.05 

80＜ipm ≦0.75×ipm－41.05 

 

 

表７ 追加機能に対するスリープモード消費電力許容値 

追加機能の 

種類 

接続の 

種類 

最大データ 

速度 r 

（Mbit/秒） 

詳細 

追加機能 

許容値 

（W） 

インター 

フェース 

有線 

r＜20 
例：USB1.x、IEEE488、IEEE1284／パラレル

／セントロニクス、RS232C 
0.2 

20≦r＜500 
例：USB2.x、IEEE1394／ファイヤワイヤ／

i.LINK、100Mb イーサネット 
0.4 

r≧500 例：USB3.x、1Gb イーサネット 0.5 

任意 

例：フラッシュメモリカード／スマートカ

ードリーダー、カメラインターフェース、

ピクトブリッジ 

0.2 

ファックス 

モデム 
任意 

複合機のみに適用 
0.2 

無線、無線周

波数（RF） 
任意 

例：ブルートゥース、802.11 
2.0 

無線、赤外線

（IR） 
任意 

例：IrDA 
0.1 
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コードレス 

電話機 
該当なし 該当なし 

コードレス電話機と通信する画像製品の能

力。画像製品が対応するように設計されて

いるコードレス電話機の数に関係なく、1

回のみ適用される。コードレス電話機自体

の消費電力要件に対応していない。 

0.8 

メモリ 該当なし 該当なし 

画像製品においてデータ保存用に利用可能

な内部容量に適用される。内部メモリの全

容量に適用され、RAM に応じて増減する。

この許容値は、ハードディスク又はフラッ

シュメモリには適用されない。 

0.5/GB 

スキャナ 該当なし 該当なし 

複合機及び複写機にのみ適用 

例：冷陰極蛍光ランプ（CCFL）あるいは、

発光ダイオード（LED）、ハロゲン、熱陰極

蛍光管（HCFT）、キセノン又は管状蛍光灯

（TL）技術等の CCFL ではない他の技術（ラ

ンプの大きさ、又は採用されているランプ

／電球の数に関係なく、1 回のみ適用され

る）。 

0.5 

電源装置 該当なし 該当なし 

標準形式のインクジェット又はインパクト

マーキング技術を使用する製品における銘

板出力電力（Pout）が 10Wを超える内部及

び外部電源装置の両方に対して適用され

る。 

0.02× 

（Pout－ 

10.0） 

タッチパネル 

ディスプレイ 
該当なし 該当なし 

モノクロ及びカラーの両方のタッチパネル

ディスプレイに適用される。 
0.2 

内部ディスク 

ドライブ 
該当なし 該当なし 

ハードディスク及び半導体ドライブを含

め、あらゆる大容量ストレージ製品が含ま

れる。外部ドライブに対するインターフェ

イスは対象ではない。 

0.15 

備考） 追加機能の種類のうち、インターフェース追加機能のファクシミリ機能を含めた許容値の数

は２以下であり、非インターフェース追加機能の許容値の数は無制限である。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度のコピー機、複合機及び拡張性のあるデジタルコピー機の調達（リース・レン

タル契約を含む。）総量（台数）に占める基準値１及び基準値２それぞれの基準を満たす

物品の数量（台数）の割合とする。 
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５－５ プロジェクタ 

(1) 品目及び判断の基準等 

プロジェクタ 【判断の基準】 

○次のいずれかの要件を満たすこと。 

①次の要件を満たすこと。 

①ア．製品本体の重量が備考３に示された算定式を用いて算出さ

れた基準の数値を上回らないこと。 

②イ．消費電力が備考４に示された算定式を用いて算出された基

準の数値を上回らないこと。 

③ウ．待機時消費電力が0.4W以下であること。ただし、ネットワ

ーク待機時は適用外とする。 

④エ．光源ランプに水銀を使用している場合は、次の要件を満た

すこと。ア．水銀の使用に関する注意喚起及び適切な廃棄方法

に関する情報提供がなされていること。、かつ、イ．使用済の光

源ランプ又は製品を回収する仕組みがあること。 

⑤オ．保守部品又は消耗品の供給期間は、当該製品の製造終了後

５年以上とすること。 

⑥カ．特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。また、当

該化学物質の含有情報がウエブサイト等で容易に確認できるこ

と。 

②エコマーク認定基準を満たすこと又は同等のものであること。 
 

【配慮事項】 

①光源ランプの交換時期が3,000時間以上であること。 

②光源ランプには、可能な限り固体光源が使用されていること。 

③可能な限り低騒音であること。 

④製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイク

ルにおける温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭

素相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されているこ

と。 

④⑤使用済製品の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあ

り、再使用又は再生利用されない部分については適正処理されるシ

ステムがあること。 

⑤⑥製品の長寿命化及び省資源化又は部品の再使用若しくは原材料の

再生利用のための設計上の工夫がなされていること。 

⑥⑦筐体部分におけるハロゲン系難燃剤の使用が可能な限り削減され

ていること。 

⑦⑧筐体又は部品にプラスチックが使用される場合には、再生プラス

チックが可能な限り使用されていること。 

⑧⑨製品とともに提供されるマニュアルや付属品等が可能な限り削減

されていること。 

⑨⑩製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容

易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑩⑪包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがある

こと。 

備考） １ 本項の判断の基準の対象となる「プロジェクタ」は、コンピュータ入力端子を有し、コ

ンピュータ等の画像を拡大投写できるフロント投写方式の有効光束が 5,000lm 未満の機器

であって、一般の会議室、教室、講堂等で使用するものをいい、1m 以内の距離で横幅 1.2m
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以上のスクリーンに投写できるプロジェクタ（以下「短焦点プロジェクタ」という。短焦

点プロジェクタのうち、特に 0.5m 以内の距離で同様に投写できるプロジェクタを「超短焦

点プロジェクタ」という。）を含むものとする。 

２ 「固体光源」とは、発光ダイオード（LED）、半導体レーザ（LD）等の固体（物質）に電

気などのエネルギーを供給し、励起されたときに物質特有の光放射をする固体デバイスを

いう。 

３ 製品本体の重量の基準の算定方法は、有効光束に応じて次式による。 

製品本体重量の基準（kg）＝0.0012×Φ×α×β （Φ＜5,000） 

製品本体重量の基準（kg）＝0.0030×Φ×α×β （Φ≧5,000） 

Φ：有効光束（lm） 

α：超短焦点プロジェクタの場合は 1.5、短焦点プロジェクタの場合は 1.2、それ以

外の場合は 1.0 

β：固体光源の場合は 2.0、それ以外の場合は 1.0 

４ 消費電力の基準の算定方法は、次式による。 

消費電力の基準（W）＝0.070×Φ×α×β＋85 

Φ：有効光束（lm） 

α：超短焦点プロジェクタの場合は 1.2、短焦点プロジェクタの場合は 1.1、それ以

外の場合は 1.0 

β：固体光源の場合は 1.5、それ以外の場合は 1.0 

５ 「待機時消費電力」とは、製品が主電源に接続され、外部機器に接続しない状態で不定

時間保たれる可能性のある最低消費電力をいう。待機（スタンバイ）は、製品の最低消費

電力モードである。 

６ 判断の基準③①ウについては、AC 遮断装置付の製品及び主として携帯目的の軽量型の製

品には適用しない。 

７ 判断の基準④ア①エの「情報提供がなされていること」とは、光源ランプ及び製品本体

の包装、同梱される印刷物、取扱説明書又はウエブサイトのいずれかでユーザに対し水銀

が使用されている旨、及び使用済の光源ランプの適正な廃棄方法に関する情報提供がなさ

れていることをいう。 

８ 判断の基準④イ①エの「回収する仕組みがあること」とは、次の要件を満たすことをい

う。 

ア．製造事業者又は販売事業者が自主的に使用済の光源ランプ又は製品を回収（自ら回収

し、又は他の者に委託して回収することをいう。複数の事業者が共同して回収するこ

とを含む。）するルート（販売店における回収ルート、逆流通ルートによる回収、使用

者の要請に応じた回収等）を構築していること。 

イ．回収が適切に行われるよう、光源ランプ及び製品本体に製品名及び事業者名（ブラン

ド名なども可）がユーザに見やすく記載されていること。 

ウ．光源ランプ及び製品本体の包装、同梱される印刷物、取扱説明書又はウエブサイトの

いずれかでユーザに対し使用済の光源ランプ又は製品の回収に関する具体的な情報

（回収方法、回収窓口等）提供がなされていること。 

９ 「特定の化学物質」とは、鉛及びその化合物、水銀及びその化合物、カドミウム及びそ

の化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル並びにポリブロモジフェニルエーテ

ルをいう。 

１０ 特定の化学物質の含有率基準値は、JIS C 0950（電気・電子機器の特定の化学物質の

含有表示方法）の附属書Ａの表 A.1（特定の化学物質、化学物質記号、算出対象物質及び含

有率基準値）に定める基準値とし、基準値を超える含有が許容される項目については、上



 

－32－ 

記 JIS の附属書Ｂに準ずるものとする。なお、その他付属品等の扱いについては JIS C 0950

に準ずるものとする。 

１１ 判断の基準②の「エコマーク認定基準」とは、公益財団法人日本環境協会エコマーク

事務局が運営するエコマーク商品類型のうち、商品類型 No.145「プロジェクタ Version2」

に係る認定基準をいう。 

１１１２ 「光源ランプの交換時期」とは、光源ランプが初期照度の 50％まで低下する平均

点灯時間であって、適正なランプ交換を促すための目安の時間をいう。 

１３ 配慮事項④の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイ

クルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボン

フットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に整合して算定したものとする。 

１２１４ 「再生プラスチック」とは、製品として使用された後に廃棄されたプラスチック

及び製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材又は不良品を再生利用したもの

をいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

１３１５ 調達を行う各機関は、次の事項に十分留意すること。 

ア．調達に当たって、使用目的・業務内容を十分勘案し、必要な機器・機能のみを要件と

すること。 

イ．マニュアルや付属品については必要最小限とするような契約の方法を検討すること。 

ウ．物品の調達時に取扱説明書等に記載されている配慮事項を確認し、使用・廃棄等に当

たって当該事項に配慮すること。 

エ．使用済の光源ランプ又は製品を回収する仕組みが構築されている場合は、回収の仕組

みを利用した適切な処理を行うこと。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度のプロジェクタの調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（台数）に占め

る基準を満たす物品の数量の割合とする。 
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７．オフィス機器等 

７－１ シュレッダー 

(1) 品目及び判断の基準等 

シュレッダー 【判断の基準】 

○次のいずれかの要件を満たすこと。 

①次の要件を満たすこと。 

ア．待機時消費電力が1.5W以下であること。 

②イ．低電力モード又はオフモードを備える機器については、これ

らのモードへの移行時間が出荷時に10分以下に設定されている

こと。 

ウ．特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。 

②エコマーク認定基準を満たすこと又は同等のものであること。 

 

【配慮事項】 

①特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル

における温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭素

相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されていること。 

②使用済製品の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあり、

再使用又は再生利用されない部分については適正処理されるシステ

ムがあること。 

③分解が容易である等部品の再使用又は材料の再生利用のための設計

上の工夫がなされていること。 

④一度使用された製品からの再使用部品が可能な限り使用されている

こと、又は、プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチ

ックが可能な限り使用されていること。 

⑤裁断された紙の減容及び再生利用の容易さに配慮されていること。 

⑥製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ

及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑦包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあるこ

と。 

備考） １ 次のいずれかに該当するものについては、本項の判断の基準の対象とする「シュレッダ

ー」に含まれないものとする。 

①裁断モーターの出力が 500W 以上のもの 

②裁断を行っていないときに、自動的に裁断モーターが停止しないもの 

２ 「特定の化学物質」とは、鉛及びその化合物、水銀及びその化合物、カドミウム及びそ

の化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル並びにポリブロモジフェニルエーテ

ルをいう。 

３ 特定の化学物質の含有率基準値は、JIS C 0950（電気・電子機器の特定の化学物質の含

有表示方法）の附属書Ａの表 A.1（特定の化学物質、化学物質記号、算出対象物質及び含有

率基準値）に定める基準値とし、基準値を超える含有が許容される項目については、上記

JIS の附属書Ｂに準ずるものとする。 

４ 判断の基準②の「エコマーク認定基準」とは、公益財団法人日本環境協会エコマーク事

務局が運営するエコマーク商品類型のうち、商品類型 No.161「シュレッダーVersion1」に

係る認定基準をいう。 

５ 配慮事項①の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイク
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ルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボンフ

ットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に整合して算定したものとする。 

２６ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若し

くは一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品

を再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除

く。）。 

３７ 「待機時消費電力」とは、電源を入れた状態で、裁断を行っていないときに消費され

る電力をいう。ただし、低電力モード又はオフモードを備える機器については、これらの

モードにおける消費電力をいう。 

４８ 「低電力モード」とは、一定時間操作が行われなかった後に自動的に切り替えられ実

現される低電力状態をいう。 

５９ 「オフモード」とは、一定時間が経過した後に自動オフ機能によって電源を切った状

態をいう。 

６ 「特定の化学物質」とは、鉛及びその化合物、水銀及びその化合物、カドミウム及びそ

の化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル並びにポリブロモジフェニルエーテ

ルをいう。 

７ 特定の化学物質の含有率基準値は、JIS C 0950（電気・電子機器の特定の化学物質の含

有表示方法）の附属書Ａの表 A.1（特定の化学物質、化学物質記号、算出対象物質及び含有

率基準値）に定める基準値とし、基準値を超える含有が許容される項目については、上記

JIS の附属書Ｂに準ずるものとする。 

１０ 判断の基準①ウについては、令和６年度１年間は経過措置を設けることとし、この期

間においては、当該項目に係る判断の基準は適用しない。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度のシュレッダーの調達(リース・レンタル契約を含む。)総量（台数）に占める

基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 
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７－４ 電子式卓上計算機 

(1) 品目及び判断の基準等 

電子式卓上計算

機 

【判断の基準】 

①使用電力の50％以上が太陽電池から供給されること。 

②再生プラスチックがプラスチック重量の40％以上使用されているこ

と又はバイオマスプラスチックであって環境負荷低減効果が確認さ

れたものが使用されていること。。 

③特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。 

 

【配慮事項】 

○製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ

及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

備考） １ 本項の判断の基準の対象とする「電子式卓上計算機」は、通常の行政事務の用に供する

ものとする。 

２ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく

は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を

再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

３ 「バイオマスプラスチック」とは、原料として植物などの再生可能な有機資源を使用す

るプラスチックをいう。 

４ 「環境負荷低減効果が確認されたもの」とは、製品のライフサイクル全般にわたる環境

負荷についてトレードオフを含め定量的、客観的かつ科学的に分析・評価し、第三者の LCA

専門家等により環境負荷低減効果が確認されたものをいう。 

３５ 「特定の化学物質」とは、鉛及びその化合物、水銀及びその化合物、カドミウム及び

その化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル並びにポリブロモジフェニルエー

テルをいう。 

４６ 特定の化学物質の含有率基準値は、JIS C 0950（電気・電子機器の特定の化学物質の

含有表示方法）の附属書Ａの表 A.1（特定の化学物質、化学物質記号、算出対象物質及び含

有率基準値）に定める基準値とし、基準値を超える含有が許容される項目については、上

記 JIS の附属書Ｂに準ずるものとする。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度の電子式卓上計算機の調達総量（個数）に占める基準を満たす物品の数量（個

数）の割合とする。 
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９．家電製品 

９－２ テレビジョン受信機 

(1) 品目及び判断の基準等 

テレビジョン受

信機 

【判断の基準】 

①液晶パネルを有するテレビジョン受信機（以下「液晶テレビ」という。）

にあっては、エネルギー消費効率が表１に示された区分ごとの算定式

を用いて算出した以下の数値を上回らないこと。 

ア．2K未満の液晶テレビにあっては、基準エネルギー消費効率に

133/100を乗じて小数点第２位以下を切り捨てた数値。 

イ．2K以上4K未満の液晶テレビにあっては、基準エネルギー消費効率

の数値。 

ウ．4K以上の液晶テレビにあっては、基準エネルギー消費効率に

141/100を乗じて小数点第２位以下を切り捨てた数値。 

②有機ELパネルを有するテレビジョン受信機（以下「有機ELテレビ」と

いう。）にあっては、エネルギー消費効率が表１に示された区分の算

定式を用いて算出した基準エネルギー消費効率に118/100を乗じて小

数点第２位以下を切り捨てた数値を上回らないこと。 

③リモコン待機時の消費電力が0.5W以下であること。 

④特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。また、当該化学物質

の含有情報がウエブサイト等で容易に確認できること。 

 

【配慮事項】 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル

における温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭素

相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されていること。 

②資源有効利用促進法の判断の基準を踏まえ、製品の長寿命化及び省資

源化又は原材料の再生利用のための設計上の工夫がなされているこ

と。 

③プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチックが可能な

限り使用されていること。 

④製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ

及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑤包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあるこ

と。 

備考） １ 次のいずれかに該当するものは、本項の判断の基準の対象とする「テレビジョン受信機」

に含まれないものとする。 

①産業用のもの 

②ブラウン管方式のもの 

③テレビジョン放送による国内基幹放送を受信することができないもの 

④映像を表示する装置であって直視型でないもの 

⑤プラズマディスプレイ方式のもの 

⑥受信機型サイズが 10 型若しくは 10V 型以下のもの 

⑦ワイヤレス方式のもの 

⑧電子計算機用ディスプレイであってテレビジョン放送受信機能を有するもの 

⑨垂直方向の画素数が 4,320 かつ水平方向の画素数が 7,680 のもの（以下「8K」という。） 

２ 「2K」とは、垂直方向の画素数が 1,080 かつ水平方向の画素数が 1,920 のものをいう。
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以下同じ。 

３ 「4K」とは、垂直方向の画素数が 2,160 かつ水平方向の画素数が 3,840 のものをいう。

以下同じ。 

４ 判断の基準③については、赤外線リモコンに適用することとし、「リモコン待機時の消費

電力」とは、リモコンで電源を切った状態の消費電力をいう。 

５ 「特定の化学物質」とは、鉛及びその化合物、水銀及びその化合物、カドミウム及びそ

の化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル並びにポリブロモジフェニルエーテ

ルをいう。 

６ 特定の化学物質の含有率基準値は、JIS C 0950（電気・電子機器の特定の化学物質の含

有表示方法）の附属書Ａの表 A.1（特定の化学物質、化学物質記号、算出対象物質及び含有

率基準値）に定める基準値とし、基準値を超える含有が許容される項目については、上記

JIS の附属書Ｂに準ずるものとする。なお、その他付属品等の扱いについては JIS C 0950

に準ずるものとする。 

７ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度に

対する比を示す数値をいう。 

８ 配慮事項①の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイク

ルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボンフ

ットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に準拠整合して算定したものとする。 

９ 「再生プラスチック」とは、製品として使用された後に廃棄されたプラスチック及び製

造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材又は不良品を再生利用したものをいう

（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

１０ 調達を行う各機関は、化学物質の適正な管理のため、物品の調達時に確認した特定の

化学物質の含有情報を、当該物品を廃棄するまで管理・保管すること。 

 

 

表１ 液晶テレビ又は有機ELテレビに係る基準エネルギー消費効率の算定式 

区  分 
基準エネルギー消費効率の算定式 

パネル種類 画素数 

液晶 

2K 未満 E＝0.00407×A＋30.08 

2K 以上 4K 未満 E＝0.00605×A＋56.13 

4K 以上 E＝0.00728×A＋62.99 

有機 EL － E＝0.02136×A－16.40 （A＜4,258 の場合 75.0） 

備考） １ E 及び A は次の数値を表すものとする。 

E：基準エネルギー消費効率（単位：kWh/年） 

A：画面面積（単位：平方センチメートル） 

２ 表２に掲げる付加機能を有するものについては、エネルギー消費効率から表２の右欄の想

定消費電力量の数値を減じた数値で判断するものとする。 

３ エネルギー消費効率の算定方法については、「テレビジョン受信機のエネルギー消費性能

の向上に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成 22 年経済産業省

告示第 24 号）の「２ エネルギー消費効率の測定方法 ２－２」による。 
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表２ 液晶テレビ又は有機ELテレビに係る付加機能に対する想定消費電力量 

付 加 機 能 
想定消費電力量 

（kWh/年） 

2K チューナーを２つ以上内蔵 2.8 

4K チューナーを２つ以上内蔵 5.5 

録画装置内蔵（HDD3.5 インチ） 11.0 

録画装置内蔵（HDD2.5 インチ） 4.8 

録画装置内蔵（SSD） 3.7 

ブルーレイディスクレコーダー又は DVD レコーダー内蔵（4K 以上に対応） 23.9 

ブルーレイディスクレコーダー又は DVD レコーダー内蔵（4K 未満に対応） 16.7 

動画倍速表示（4K 以上に対応） 18.3 

動画倍速表示（4K 未満に対応） 17.0 

備考）「動画倍速表示」とは、1 秒間に 120 コマ以上の静止画を表示するものをいう。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度のテレビジョン受信機の調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（台数）

に占める基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 
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９－３ 電気便座 

(1) 品目及び判断の基準等 

電気便座 【判断の基準】 

○エネルギー消費効率が表に示された区分ごとの基準エネルギー消費

効率を上回らないこと。 

 

【配慮事項】 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル

における温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭素

相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されていること。 

②分解が容易である等部品の再使用又は材料の再生利用のための設計

上の工夫がなされていること。 

③一度使用された製品からの再使用部品が可能な限り使用されている

こと、又は、プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチ

ックが可能な限り使用されていること。 

④製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ

及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑤包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあるこ

と。 

備考） １ 次のいずれかに該当するものは、本項の判断の基準の対象とする「電気便座」に含まれ

ないものとする。 

①他の給湯設備から温水の供給を受けるもの 

②温水洗浄装置のみのもの 

③可搬式のもののうち、福祉の用に供するもの 

④専ら鉄道車両等において用いるためのもの 

⑤幼児用大便器において用いるためのもの 

⑥暖房用の便座のみを有するもの 

２ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度に

対する比を示す数値をいう。 

３ 配慮事項①の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイク

ルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボンフ

ットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に準拠整合して算定したものとする。 

４ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく

は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を

再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

５ 判断の基準については、令和６年度１年間は経過措置を設けることとし、この期間にお

いては、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（令和５年２月 24 日閣議決定）の電

気便座に係る判断の基準を満たす製品は、本項の判断の基準を満たすものとみなすことと

する。 
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表 電気便座に係る基準エネルギー消費効率 

区 分 基準エネルギー消費効率 

温水洗浄便座（洗浄機能有り） 
貯湯式（貯湯タンク有り） 175172 

瞬間式（貯湯タンク無し） 9787 

備考） １ 「温水洗浄便座」とは、暖房用の便座に温水洗浄装置を組み込んだものをいう。 

２ エネルギー消費効率の算定法については、「電気便座のエネルギー消費性能の向上に関す

るエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成 19 年経済産業省告示第 288

号）の「３ エネルギー消費効率の測定方法 (2)」による。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度の電気便座の調達総量（台数）に占める基準を満たす物品の数量（台数）の割

合とする。 
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１１．温水器等 

１１－１ 電気給湯器 

(1) 品目及び判断の基準等 

ヒートポンプ式

電気給湯器 

【判断の基準】 

①家庭用ヒートポンプ式電気給湯器にあっては、エネルギー消費効率が

表１に示された区分ごとの基準エネルギー消費効率を下回らないこ

と。 

②業務用ヒートポンプ式電気給湯器にあっては、表２に示された加熱能

力に対応した年間加熱効率が3.20以上であるを下回らないこと。 

③冷媒にフロン類が使用されていないこと。 

 

【配慮事項】 

①冷媒に可能な限り地球温暖化係数の小さい物質が使用されているこ

と。 

②製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル

における温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭素

相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されていること。 

②③分解が容易である等材料の再生利用のための設計上の工夫がなさ

れていること。 

③④プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチックが可能

な限り使用されていること。 

④⑤製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑤⑥包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがある

こと。 

備考） １ 暖房の用に供することができるものは、本項の判断の基準の対象とする「家庭用ヒート

ポンプ式電気給湯器」に含まれないものとする。 

２ 「業務用ヒートポンプ式電気給湯器」とは、業務の用に供する温水最高出口温度が 65℃

以上の一過式の給湯器をいうの年間加熱効率の算出方法は、JRA 4060：2018 に準ずるもの

とし、次式による。 

年間加熱効率 ＝ 年間加熱量／年間消費電力量 

年間加熱量 ：各期（夏期、中間期、冬期、着霜期）の 1 日当たりの加熱量に対象

日数を乗じた値の年間合計 

年間消費電力量：各期（夏期、中間期、冬期、着霜期）の 1 日当たりの消費電力量

に対象日数を乗じた値の年間合計 

３ 「フロン類」とは、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年

法律第 64 号）第２条第１項に定める物質をいう。 

４ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度に

対する比を示す数値をいう。 

５ 配慮事項②の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイク

ルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボンフ

ットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に整合して算定したものとする。 

５６ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若し

くは一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品

を再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除

く。）。 
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６７ 判断の基準③は、業務用ヒートポンプ式電気給湯器については適用しないものとする。

ただし、冷媒にオゾン層を破壊する物質は使用されていないこととする。 

 

 

表 家庭用ヒートポンプ式電気給湯器に係る基準エネルギー消費効率 

想定世帯 貯湯容量 仕様 保温機能 貯湯缶数 
基準エネルギー 

消費効率 

標準 

（4人世帯） 

240リットル未満 

寒冷地仕様 

以外のもの 

有 
一缶 2.8 

多缶 2.4 

無 
一缶 3.0 

多缶 2.6 

寒冷地仕様 

有 
一缶 2.3 

多缶 2.0 

無 
一缶 2.6 

多缶 2.3 

240リットル以上 

320リットル未満 

寒冷地仕様 

以外のもの 

有 
一缶 2.8 

多缶 2.8 

無 
一缶 3.2 

多缶 2.8 

寒冷地仕様 

有 
一缶 2.3 

多缶 2.0 

無 
一缶 2.7 

多缶 2.3 

320リットル以上 

550リットル未満 

寒冷地仕様 

以外のもの 

有 
一缶 3.3 

多缶 2.8 

無 
一缶 3.2 

多缶 2.8 

寒冷地仕様 

有 
一缶 2.7 

多缶 2.3 

無 
一缶 2.7 

多缶 2.3 

550リットル以上 

寒冷地仕様 

以外のもの 

有 
一缶 2.9 

多缶 2.5 

無 
一缶 2.9 

多缶 2.5 

寒冷地仕様 

有 
一缶 2.4 

多缶 2.1 

無 
一缶 2.5 

多缶 2.2 

少人数 

（2人世帯） 
－ 

寒冷地仕様 

以外のもの 

有 

－ 

2.4 

無 2.8 

寒冷地仕様 
有 2.0 

無 2.4 

備考） １ 「貯湯容量」とは、JIS C 9220に規定する湯水を貯蔵できるタンクの容量をいう。 

２ 「寒冷地仕様」とは、JIS C 9220に規定する冬の寒さが厳しい地域での使用を想定した

仕様をいう。 

３ 「保温機能」とは、ふろの湯を循環加温する機能をいう。 

４ エネルギー消費効率の算定法については、「電気温水機器のエネルギー消費性能の向上

に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成25年経済産業省告示第

38号）の「３ エネルギー消費効率の測定方法」による。 



 

－43－ 

 

 

表１ 家庭用ヒートポンプ式電気給湯器に係る基準エネルギー消費効率 

想定世帯 貯湯缶数 貯湯容量 仕様 
基準エネルギー 

消費効率 

少人数 ― ― 
寒冷地仕様以外のもの 3.0 

寒冷地仕様 2.7 

標 準 

一缶 

320リットル未満 
寒冷地仕様以外のもの 3.1 

寒冷地仕様 2.7 

320リットル以上 

550リットル未満 

寒冷地仕様以外のもの 3.5 

寒冷地仕様 2.9 

550リットル以上 
寒冷地仕様以外のもの 3.2 

寒冷地仕様 2.7 

多缶 ― 
寒冷地仕様以外のもの 3.0 

寒冷地仕様 2.7 

備考） １ 「貯湯容量」とは、JIS C 9220 に規定する湯水を貯蔵できるタンクの容量をいう。 

２ 「寒冷地仕様」とは、JIS C 9220 に規定する冬の寒さが厳しい地域での使用を想定した

仕様をいう。 

３ エネルギー消費効率の算定法については、「電気温水機器のエネルギー消費性能の向上に

関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成 25 年経済産業省告示第

38 号）の「３ エネルギー消費効率の測定方法」による。 

 

 

表２ 業務用ヒートポンプ式電気給湯器に係る年間加熱効率の基準 

加熱能力 年間加熱効率 

20kW以下 4.0 

20kW超 3.5 

備考） １ 加熱能力は、測定条件が中間期で乾球温度が 16℃DB 及び湿球温度 12℃WB における能力

とする。 

２ 年間加熱効率は、JRA 4060 に規定する年間標準貯湯加熱エネルギー消費効率の算出方法

による。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度のヒートポンプ式電気給湯器の調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（台

数）に占める基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 
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１１－２ ガス温水機器 

(1) 品目及び判断の基準等 

ガス温水機器 【判断の基準】 

①潜熱回収型ガス温水機器（ガス暖房機器を除く。）にあっては、エネ

ルギー消費効率が90％以上であること。 

②電気ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機（以下「ハイブリッド給

湯器」という。）にあっては、年間給湯効率が108％以上であること。 

②③上記①及び②以外の潜熱回収型ガス温水機器以外にあっては、エネ

ルギー消費効率が表に示された区分ごとの基準エネルギー消費効率

又は算定式を用いて算定した数値を下回らないこと。 

 

【配慮事項】 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル

における温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭素

相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されていること。 

①②分解が容易である等材料の再生利用のための設計上の工夫がなさ

れていること。 

②③プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチックが可能

な限り使用されていること。 

③④製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

④⑤包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがある

こと。 

備考） １ 次のいずれかに該当するものは、本項の判断の基準の対象とする「ガス温水機器」に含

まれないものとする。 

①貯蔵式湯沸器 

②JIS S 2109:2019 又は JIS S 2112:2019 の対象となるもの以外のもの 

②③業務の用に供するために製造されたもの 

④都市ガスのうち 13A のガスグループに属さないガスを燃料とするもの 

⑤ガス瞬間湯沸器のうち通気方式が自然通気式であって、給排気方式が開放式以外のも

の 

⑥ガスふろがまのうち次のいずれかに該当するもの 

・給湯の機能を有しないもの 

・通気方式が自然通気式のもの 

・循環方式が自然循環式のもの 

・屋内に設置する構造のもの 

⑦暖房の用のみに供するもの 

③ガス（都市ガスのうち 13A のガスグループに属するもの及び液化石油ガスを除く。）を

燃料とするもの 

④浴室内に設置する構造のガスふろがまであって、不完全燃焼を防止する機能を有する

もの 

⑤給排気口にダクトを接続する構造の密閉式ガスふろがま 

２ ハイブリッド給湯器の年間給湯効率は、一般社団法人日本ガス石油機器工業会規格「電

気ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機の年間給湯効率測定方法」（JGKAS A705）による。 



 

－45－ 

３ 配慮事項①の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイク

ルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボンフ

ットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に整合して算定したものとする。 

２４ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若し

くは一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品

を再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除

く。）。 

 

 

表 ガス温水機器に係る基準エネルギー消費効率 

区 分 基準エネルギー消費効率 

又は算定式 用 途 通気方式 

ガス瞬間湯沸器 
自然通気式 77.50％ 

強制通気式 84.37％×αⅡ 

ガスふろがま － 87.21％×αⅢ 

ガス暖房機器 － 90.32％ 

備考） １ αⅡ及びαⅢは別表に示した構造の種類に応じた数値とする。 

２ エネルギー消費効率の算定方法については、「ガス温水機器のエネルギー消費性能の向上

に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成 18 年経済産業省告示

第 57 号）の「３ エネルギー消費効率の測定方法 (2)」による。 

 

別表 構造係数（αⅡ及びαⅢ） 

構 造 αⅡ αⅢ 

壁貫通型 0.9998 0.9839 

壁組込型 0.9869 － 

壁組込型（従来型に限る。） － 0.9576 

強制給排気式 0.9900 － 

強制排気式（従来型に限る。） 0.9661 － 

レンジフード一体型（従来型に限る。） 0.8415 － 

その他 1.0000 1.0000 

備考） １ 「壁貫通型」とは、JIS S 2092:2010 の４の表３の屋内式機器の給排気方式による区分に

規定する密閉式かつ自然給排気式（BF）の機器の給排気筒トップに置き換えて設置する機

器であって JIS S 2092:2010 の表２―屋内外設置による区分に規定する屋外式の機器をい

う。 

２ 「壁組込型」とは、壁組込型取付ボックスと一体の機器としてガス機器防火性能評定試

験により評定された機器であって JIS S 2092:2010 の表２―屋内外設置による区分に規定

する屋外式の機器をいう。 

３ 「強制給排気式」とは、JIS S 2092:2010 の４の表３の屋内式機器の給排気方式による区

分に規定する密閉式かつ強制給排気式（FF）の機器をいう。 

４ 「強制排気式」とは、JIS S 2092:2010 の４の表３の屋内式機器の給排気方式による区分

に規定する半密閉式かつ強制排気式（FE）の機器をいう。 

５ 「レンジフード一体型」とは、JIS S 2092:2010の４の表３の屋内式機器の給排気方式に

よる区分に規定する密閉式かつ強制給排気式の強制給排気外壁式（FF－W）の機器であって

操作部がレンジフードに内蔵されており給気管及び排気管の直径が 40ミリメートル以下の

機器をいう。 

６ 「従来型」とは、JIS S 2091:2013 の４.４の a)の燃焼機器の種類に規定する潜熱回収型
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燃焼機器以外の機器をいう。 

 

表 ガス温水機器に係る基準エネルギー消費効率 

区 分 
基準エネルギー 

消費効率 ガス温水機器 

の種別 
通気方式 循環方式 給排気方式 

ガス瞬間湯沸器 

自然通気式  
開放式 83.5 

開放式以外のもの 78.0 

強制通気式  
屋外式以外のもの 80.0 

屋外式 82.0 

ガスふろがま（給

湯付のもの以外） 

自然通気式 自然循環式 

半密閉式又は密閉式(給排気部が

外壁を貫通する位置が半密閉式

と同程度の高さのもの) 

75.5 

密閉式(給排気部が外壁を貫通す

る位置が半密閉式と同程度の高

さのもの以外) 

71.0 

屋外式 76.4 

強制通気式 
自然循環式  70.8 

強制循環式  77.0 

ガスふろがま（給

湯付のもの） 

自然通気式 自然循環式 

半密閉式又は密閉式(給排気部が

外壁を貫通する位置が半密閉式

と同程度の高さのもの) 

78.0 

密閉式(給排気部が外壁を貫通す

る位置が半密閉式と同程度の高

さのもの以外) 

77.0 

屋外式 78.9 

強制通気式 

自然循環式  76.1 

強制循環式 
屋外式以外のもの 78.8 

屋外式 80.4 

ガス暖房機器（給

湯付のもの以外） 

   

 
83.4 

ガス暖房機器（給

湯付のもの） 

 

 

 

 

 

 
83.0 

備考） エネルギー消費効率の算定法については、「ガス温水機器のエネルギー消費性能の向上に関

するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成 18 年経済産業省告示第 57 号）の

「３ エネルギー消費効率の測定方法」による。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度のガス温水機器の調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（台数）に占め

る基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 
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１１－３ 石油温水機器 

(1) 品目及び判断の基準等 

石油温水機器 【判断の基準】 

①潜熱回収型石油温水機器にあっては、エネルギー消費効率が90％以上

であること。 

②潜熱回収型石油温水機器以外にあっては、エネルギー消費効率が表に

示された区分ごとの基準エネルギー消費効率又は算定式を用いて算

定した数値を下回らないこと。 

 

【配慮事項】 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル

における温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭素

相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されていること。 

①②分解が容易である等材料の再生利用のための設計上の工夫がなさ

れていること。 

②③プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチックが可能

な限り使用されていること。 

③④製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

④⑤包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがある

こと。 

備考） １ 次のいずれかに該当するものは、本項の判断の基準の対象とする「石油温水機器」に含

まれないものとする。 

①バーナー付風呂釜（ポット式バーナー付を組み込んだものに限る。）きふろがま 

②JIS S 3021:2017、JIS S 3024:2017 又は JIS S 3027:2017 の対象となるもの以外（JIS 

S 2091:2013に規定する高圧力型石油小形給湯機及び高圧力型石油給湯機付ふろがまを

除く。）のもの 

②③業務の用に供するために製造されたもの 

④給湯用のもののうち、加熱形態が貯湯式であって、急速加熱形以外のもの 

⑤暖房用のもののうち、加熱形態が貯湯式であって、急速加熱形以外のもの 

③薪材を燃焼させる構造を有するもの 

④ゲージ圧力 0.1MPa を超える温水ボイラー 

２ 配慮事項①の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイク

ルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボンフ

ットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に整合して算定したものとする。 

２３ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若し

くは一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品

を再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除

く。）。 
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表 石油温水機器に係る基準エネルギー消費効率 

区分 基準エネルギー消費効率 

又は算定式 用 途 加熱方式 

給湯用のもの 

浴用なし 
瞬間形 89.68×βⅠ 

貯湯式急速加熱形 76.88 

浴用あり 
瞬間形 90.01×βⅢ 

貯湯式急速加熱形 76.07 

暖房用のもの 貯湯式急速加熱形 87.06×βⅤ 

備考） １ βⅠ、βⅢ及びβⅤは別表に示した構造の種類に応じた数値とする。 

２ エネルギー消費効率の算定方法については、「石油温水機器のエネルギー消費性能の向上

に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成 18 年経済産業省告示

第 58 号）の「３ エネルギー消費効率の測定方法 (2)」による。 

 

別表 構造係数（βⅠ、βⅢ及びβⅤ） 

構 造 βⅠ βⅢ βⅤ 

圧力噴霧式 0.9585 0.9492 － 

オン－オフ制御式（従来型に限る。） － － 1.0051 

その他 1.0000 1.0000 1.0000 

備考） １ 「圧力噴霧式」とは、JIS S 3031:2009 の４.１の表２の燃焼方式による機器の区分に規

定する圧力噴霧式の機器をいう。 

２ 「オン－オフ制御式」とは、JIS S 2091:2013 の４.４の e）の３）の制御及び制御装置に

規定するオン－オフ制御の方式の機器をいう。 

３ 「従来型」とは、JIS S 2091:2013 の４.４の a)の燃焼機器の種類に規定する潜熱回収型

燃焼機器以外の機器をいう。 
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 表 石油温水機器に係る基準エネルギー消費効率 

区 分 

基準エネルギー消費効率 
用 途 加熱形態 

給排気方式 

又は制御方式 

給湯用のもの 

瞬間形  86.0 

貯湯式であって急速加熱形の

もの 
 87.0 

貯湯式であって急速加熱形以

外のもの 
 85.0 

暖房用のもの 

瞬間形 

開放形 85.3 

半密閉式 79.4 

密閉式 82.1 

貯湯式であって急速加熱形の

もの 

オン－オフ制御 87.0 

オン－オフ制御以外

のもの 
82.0 

貯湯式であって急速加熱形以

外のもの 
 84.0 

浴用のもの 
伝熱筒のあるもの  75.0 

伝熱筒のないもの  61.0 

備考） １ 「給湯用のもの」とは、主として給湯用に供するものをいい、暖房用又は浴用に供する

ための機能が付随するものを含む。 

２ 「暖房用のもの」とは、主として暖房用に供するものをいい、給湯用又は浴用に供する

ための機能が付随するものを含む。 

３ 「浴用のもの」とは、主として浴用に供するものをいい、給湯用又は暖房用に供するた

めの機能が付随するものを含む。 

４ 「急速加熱形のもの」とは、加熱時間（JIS S 3031に規定する加熱速度の測定方法によ

り測定した時間をいう。）が200秒以内のものをいう。 

５ 「伝熱筒」とは、貯湯部を貫通する煙道をいう。 

６ 「オンーオフ制御」とは、制御が点火又は消火に限り行われるものをいう。 

７ エネルギー消費効率の算定法については、「石油温水機器のエネルギー消費性能の向上

に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成18年経済産業省告示第

58号）の「３ エネルギー消費効率の測定方法」による。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度の石油温水機器の調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（台数）に占め

る基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 
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１１－４ ガス調理機器 

(1) 品目及び判断の基準等 

ガス調理機器 【判断の基準】 

①こんろ部にあっては、エネルギー消費効率が表１に示された区分ごと

の基準エネルギー消費効率を下回らないこと。 

②グリル部にあっては、エネルギー消費効率が表２に示された区分ごと

の基準エネルギー消費効率の算定式を用いて算定した基準エネルギ

ー消費効率を上回らないこと。 

③オーブン部にあっては、エネルギー消費効率が表３に示された区分ご

との基準エネルギー消費効率の算定式を用いて算定した基準エネル

ギー消費効率を上回らないこと。 

 

【配慮事項】 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル

における温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭素

相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されていること。 

①②分解が容易である等材料の再生利用のための設計上の工夫がなさ

れていること。 

②③プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチックが可能

な限り使用されていること。 

③④製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

④⑤包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがある

こと。 

備考） １ 次のいずれかに該当するものは、本項の判断の基準の対象とする「ガス調理機器」に含

まれないものとする。 

①業務の用に供するために製造されたもの 

②ガス（都市ガスのうち 13A のガスグループに属するもの及び液化石油ガスを除く。）を

燃料とするもの 

③ガスグリル 

④ガスクッキングテーブル 

⑤ガス炊飯器 

⑥カセットこんろ 

２ 配慮事項①の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイク

ルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボン

フットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に整合して算定したものとする。 

２３ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若し

くは一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良

品を再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除

く。）。 
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表１ ガス調理機器のこんろ部に係る基準エネルギー消費効率 

区 分 こんろ部 

基準エネルギー消費効率 ガス調理機器の種別 設置形態 バーナーの数 

ガスこんろ 
卓上形  51.0 

組込形  48.5 

ガスグリル付こんろ 

卓上形 
2 口以下 56.3 

3 口以上 52.4 

組込形 
2 口以下 53.0 

3 口以上 55.6 

キャビネット形又は据置形  49.7 

ガスレンジ   48.4 

備考） １ 「ガスレンジ」とは、ガスオーブンとガスこんろを組み合わせたものをいう。 

２ 「卓上形」とは、台の上に置いて使用するものをいう。 

３ 「組込形」とは、壁又は台に組み込んで使用するものをいう。 

４ 「キャビネット形」とは、専用のキャビネットの上に取り付けて使用するものをいう。 

５ 「据置形」とは、台又は床面に据え置いて使用するものをいう。 

６ こんろ部のエネルギー消費効率の算定法については、「ガス調理機器のエネルギー消費性

能の向上に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成 18 年経済産

業省告示第 56 号）の「３ エネルギー消費効率の測定方法 (1)」による。 

 

 

表２ ガス調理機器のグリル部に係る基準エネルギー消費効率算定式 

区 分 グリル部 

基準エネルギー消費効率の算定式 燃焼方式 調理方式 

片面焼き 
水あり  E=25.1Vg+123 

水なし  E=25.1Vg+16.4 

両面焼き 
水あり  E=12.5Vg+172 

水なし  E=12.5Vg+101 

備考） １ E 及び Vg は、次の数値を表すものとする。 

E：グリル部基準エネルギー消費効率（単位：Wh） 

Vg：庫内容積（単位：L） 

２ 「片面焼き」とは、食材の片側から加熱調理する方式のものをいう。 

３ 「両面焼き」とは、食材の両面から加熱調理する方式のものをいう。 

４ 「水あり」とは、グリル皿に水を張った状態で調理する方式のものをいう。 

５ 「水なし」とは、グリル皿に水を張らない状態で調理する方式のものをいう。 

６ 「庫内容積」とは、焼網面積にグリル皿底面から入口上部までの高さを乗じた数値を小

数点以下 2 桁で四捨五入した数値をいう。 

７ グリル部のエネルギー消費効率の算定法については、「ガス調理機器のエネルギー消費性

能の向上に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成 18 年経済産

業省告示第 56 号）の「３ エネルギー消費効率の測定方法 (2)」による。 
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表３ ガス調理機器のオーブン部（ガスオーブンを含む。）に係る基準エネルギー消費効率算定式 

設置状態 
オーブン部 

基準エネルギー消費効率の算定式 

卓上又は据置形 E=18.6Vo+306 

組込形 E=18.6Vo+83.3 

備考） １ E 及び Vo は、次の数値を表すものとする。 

E：オーブン部基準エネルギー消費効率（単位：Wh） 

Vo：庫内容積（単位：L） 

２ 「卓上形」とは、台の上に置いて使用するものをいう。 

３ 「組込形」とは、壁又は台に組み込んで使用するものをいう。 

４ 「据置形」とは、台又は床面に据え置いて使用するものをいう。 

５ 「庫内容積」とは、庫内底面積に庫内高さを乗じた数値を小数点以下 2 桁で四捨五入し

た数値をいう。 

６ オーブン部のエネルギー消費効率の算定法については、「ガス調理機器のエネルギー消費

性能の向上に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等」（平成 18 年経済

産業省告示第 56 号）の「３ エネルギー消費効率の測定方法 (2)」による。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度のガス調理機器の調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（台数）に占め

る基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 
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１２．照明 

１２－１ 照明器具 

(1) 品目及び判断の基準等 

LED 照明器具 【判断の基準】 

①投光器及び防犯灯を除くLED照明器具である場合は、次の要件を満た

すこと。 

ア．基準値１は、固有エネルギー消費効率が表１－１に示された基

準を満たすこと、又は、固有エネルギー消費効率が表１－２に示

された基準を満たし、かつ、初期照度補正制御、人感センサ制御、

あかるさセンサ制御、調光制御等の省エネルギー効果の高い機能

があること。 

イ．基準値２は、固有エネルギー消費効率が表１－２に示された基

準を満たすこと。 

ウ．演色性は平均演色評価数Raが80以上であること。ただし、ダウ

ンライト及び高天井器具の場合は、平均演色評価数Raが70以上で

あること。 

②投光器及び防犯灯である場合は、次の要件を満たすこと。 

ア．固有エネルギー消費効率が表２に示された基準を満たすこと。 

イ．演色性は平均演色評価数Raが70以上であること。 

③LEDモジュール寿命は40,000時間以上であること。 

④特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。また、当該化学物質

の含有情報がウエブサイト等で容易に確認できること。 

 

【配慮事項】 

①初期照度補正制御、人感センサ制御、あかるさセンサ制御、調光制御

等の省エネルギー効果の高い機能があること。 

②製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル

における温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭素相

当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されていること。 

③ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品である

こと。 

④分解が容易である等材料の再生利用のための設計上の工夫がなされ

ていること。 

⑤使用される塗料は、有機溶剤及び臭気が可能な限り少ないものである

こと。 

⑥製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ

及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑦包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあるこ

と。 

LED を光源とし

た内照式表示灯 

【判断の基準】 

①定格寿命は30,000時間以上であること。 

②特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。また、当該化学物質

の含有情報がウエブサイト等で容易に確認できること。 

 

【配慮事項】 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル
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における温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭素

相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されていること。 

②ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品である

こと。 

①③分解が容易である等材料の再生利用のための設計上の工夫がなさ

れていること。 

②④使用される塗料は、有機溶剤及び臭気が可能な限り少ないものであ

ること。 

③⑤プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチックが可能

な限り使用されていること。 

④⑥製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑤⑦包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがある

こと。 

備考） １ 本項の判断の基準の対象とする「LED 照明器具」とは、照明用白色 LED を用いた、つり下

げ形、じか付け形、埋込み形及び壁付け形として使用する照明器具並びに投光器及び防犯

灯とする。ただし、従来の蛍光ランプで使用されている口金と同一形状の口金を有する LED

ランプを装着できる照明器具のうち、口金を経て LED ランプへ給電する構造を持つ照明器

具については、当面の間、対象外とする。また、「誘導灯及び誘導標識の基準」（平成 11 年

消防庁告示第２号）に定める誘導灯又は建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 126

の５に定める非常用の照明装置のうち、蓄電池や非常用電源により停電時のみ点灯する専

用型は、LED 照明器具には含まれないものとする。 

２ 本項の LED 照明器具の「LED 照明器具の固有エネルギー消費効率」とは、器具から出る全

光束を定格消費電力で割った値とする（定格消費電力は、器具外部に独立型電源装置を設

置する必要がある場合はその電源装置の定格消費電力とする。）。なお、調光・調色機能付

器具の固有エネルギー消費効率については、最大消費電力時における全光束から算出され

た値とする。 

３ 「平均演色評価数 Ra」の測定方法は、JIS C 7801（一般照明用光源の測光方法）及び JIS 

C 8152-2（照明用白色発光ダイオード（LED）の測光方法－第 2 部：LED モジュール及び LED

ライトエンジン）に規定する光源色及び演色評価数測定に準ずるものとする。 

４ 本項の LED 照明器具の「ダウンライト」とは、JIS Z 8113:1998「照明用語」に規定され

るダウンライトをいう。 

５ 本項の LED 照明器具の「高天井器具」とは、JIS Z 8113:1998「照明用語」に規定される

天井灯のうち、定格光束 11,000lm 以上のものをいう。 

６ 本項の LED 照明器具の「投光器」とは、JIS Z 8113:1998「照明用語」に規定される投光

器をいう。 

７ 本項の LED 照明器具の「防犯灯」とは、道路等に設置し、犯罪の防止と安全通行の確保

等を図る観点から必要な照度を確保することを目的とした照明灯をいう。 

８ 本項の LED 照明器具の「LED モジュール寿命」とは、光源の初期の光束が 70％まで減衰

するまでの時間とする。また、その測定方法は、JIS C 8152-3（照明用白色発光ダイオー

ド（LED）の測光方法－第 3 部：光束維持率の測定方法）に準ずるものとする。 

９ LED 照明器具の全光束測定方法については、JIS C 8105-5:2011（照明器具－第 5 部：配

光測定方法）に準ずるものとする。 

１０ 「特定の化学物質」とは、鉛及びその化合物、水銀及びその化合物、カドミウム及び

その化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル並びにポリブロモジフェニルエー

テルをいう。 

１１ 特定の化学物質の含有率基準値は、JIS C 0950（電気・電子機器の特定の化学物質の
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含有表示方法）の附属書Ａの表 A.1（特定の化学物質、化学物質記号、算出対象物質及び含

有率基準値）に定める基準値とし、基準値を超える含有が許容される項目については、上

記 JIS の附属書Ｂに準ずるものとする。なお、その他付属品等の扱いについては JIS C 0950

に準ずるものとする。 

１２ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度

に対する比を示す数値をいう。 

１３ 配慮事項②の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイ

クルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボン

フットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に準拠整合して算定したものとする。 

１４ 「ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品」とは、当該製品の

ライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の算定基準に基づき、第三者機関により検証

等を受けたライフサイクル全般にわたる温室効果ガス排出量の全部を認証された温室効果

ガス排出削減・吸収量（以下本項において「クレジット」という。）を調達し、無効化又は

償却した上で埋め合わせた（以下本項において「オフセット」という。）製品をいう。 

１５ オフセットに使用できるクレジットは、当面の間、J-クレジット、二国間クレジット

（JCM）、地域版 J-クレジットなど我が国の温室効果ガスインベントリに反映できるものを

対象とする。なお、クレジットの更なる活用を図る観点から、クレジットに関する国内外

の議論の動向や市場動向を踏まえつつ、対象品目及び対象クレジットを拡大する等、需要

拡大に向けた検討を実施するものとする。 

１６ 本項の「LED を光源とした内照式表示灯」とは、内蔵する LED 光源によって文字等を照

らす表示板、案内板等とし、放熱等光源の保護に対応しているものとする。ただし、「誘導

灯及び誘導標識の基準」（平成 11 年消防庁告示第２号）に定める誘導灯は、内照式表示灯

には含まれないものとする。 

１７ 本項の LED を光源とした内照式表示灯の「定格寿命」とは、光源の初期の光束が 50％

まで減衰するまでの時間とする。 

１８ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若し

くは一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品

を再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除

く。）。 

１９ 調達を行う各機関は、安全管理・品質管理が十分なされたものを、比較検討の上、選

択するよう留意すること。 

２０ 調達を行う各機関は、化学物質の適正な管理のため、物品の調達時に確認した特定の

化学物質の含有情報を、当該物品を廃棄するまで管理・保管すること。 

 

 

表１－１ LED照明器具に係る固有エネルギー消費効率の基準値１（投光器及び防犯灯を除く。） 

光 源 色 固有エネルギー消費効率 

昼 光 色 

144lm/W以上 昼 白 色 

白  色 

温 白 色 
102lm/W以上 

電 球 色 

備考） １ 「光源色」は、JIS Z 9112（蛍光ランプ・LED の光源色及び演色性による区分）に規定す

る光源色の区分に準ずるものとする（表１－２及び表２において同じ。）。 

２ 昼光色、昼白色、白色、温白色及び電球色以外の光を発するものは、本項の「LED 照明器

具」に含まれないものとする。 

３ ダウンライトのうち、器具埋込穴寸法が 300mm 以下であって、光源色が昼光色、昼白色及
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び白色のものについては、固有エネルギー消費効率の基準を 114lm/W 以上、温白色及び電球

色のものについては、固有エネルギー消費効率の基準を 96lm/W 以上とする。 

４ 高天井器具のうち、光源色が昼光色、昼白色及び白色のものについては、固有エネルギー

消費効率の基準を 156lm/W 以上とする。 

 

表１－２ LED照明器具に係る固有エネルギー消費効率の基準値２（投光器及び防犯灯を除く。） 

光 源 色 固有エネルギー消費効率 

昼 光 色 

120lm/W以上 昼 白 色 

白  色 

温 白 色 
85lm/W以上 

電 球 色 

備考） １ ダウンライトのうち、器具埋込穴寸法が 300mm 以下であって、光源色が昼光色、昼白色及

び白色のものについては、固有エネルギー消費効率の基準を 95lm/W 以上、温白色及び電球

色のものについては、固有エネルギー消費効率の基準を 80lm/W 以上とする。 

２ 高天井器具のうち、光源色が昼光色、昼白色及び白色のものについては、固有エネルギー

消費効率の基準を 130lm/W 以上とする。 

 

 

表２ 投光器及び防犯灯に係る固有エネルギー消費効率の基準 

光 源 色 
固有エネルギー消費効率 

投光器 防犯灯 

昼 光 色 

105lm/W以上 80lm/W以上 昼 白 色 

白  色 

温 白 色 
90lm/W以上 対象外 

電 球 色 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度の投光器及び防犯灯を除く LED照明器具の調達（リース・レンタル契約を含む。）

総量（台数）に占める基準値１及び基準値２それぞれの基準を満たす物品の数量（台数）

の割合とする。 

投光器及び防犯灯にあっては、調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（台数）に

占める基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 

LEDを光源とした内照式表示灯にあっては、調達（リース・レンタル契約を含む。）総量

（台数）に占める基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 
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１２－２ ランプ 

(1) 品目及び判断の基準等 

電球形 LEDランプ 【判断の基準】 

○次のいずれかの要件を満たすこと。 

①次の要件を満たすこと。 

ア．口金の種類が E26、E17 又は GX53 の場合は、表１に示された

光源色の区分ごとの基準を満たすこと。 

イ．上記ア以外の場合は、ランプ効率が表２に示された光源色の

区分ごとの基準を満たすこと。ただし、ビーム開きが 90 度未満

の反射形タイプの場合は、ランプ効率が 50lm/W以上であること。 

ウ．演色性は平均演色評価数 Raが 70 以上であること。 

エ．定格寿命は 40,000時間以上であること。ただし、ビーム開き

が 90度未満の反射形タイプの場合は、30,000時間以上であるこ

と。 

②エコマーク認定基準を満たすこと又は同等のものであること。 

 

【配慮事項】 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイク

ルにおける温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭

素相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されているこ

と。 

②ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品であ

ること。 

③製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

備考） １ 本項の判断の基準の対象とする「電球形 LED ランプ」は、電球用のソケットにそのまま

使用可能なランプであって、一般照明として使用する白色 LED 使用の電球形状のランプと

する。ただし、振動又は衝撃に耐えることを主目的とするもの、人感センサ、非常用照明

（直流電源回路）等は除く。 

２ 「口金の種類が E26、E17 又は GX53」とは、JIS C 8158（一般照明用電球形 LED ランプ

（電源電圧 50V 超））に規定する口金の種類を表す記号が「E26、E17 又は GX53」であるも

のをいう。 

３ 「平均演色評価数 Ra」の測定方法は、JIS C 7801（一般照明用光源の測光方法）に規定

する光源色及び演色評価数測定に準ずるものとする。 

４ 「光源色」は、JIS Z 9112（蛍光ランプ・LED の光源色及び演色性による区分）に規定

する光源色の区分に準ずるものとする。 

５ 昼光色、昼白色、白色、温白色及び電球色以外の光を発するものは、本項の「電球形 LED

ランプ」に含まれないものとする。 

６ 「定格寿命」とは、光源の初期の光束が 70％まで減衰するまでの時間とする。また、そ

の測定方法は、JIS C 8152-3（照明用白色発光ダイオード（LED）の測光方法－第 3 部：光

束維持率の測定方法）に準ずるものとする。 

７ 判断の基準②の「エコマーク認定基準」とは、公益財団法人日本環境協会エコマーク事

務局が運営するエコマーク制度の商品類型のうち、商品類型 No.150「電球形 LED ランプ 

Version1」に係る認定基準をいう。 

８ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度に

対する比を示す数値をいう。 
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９ 配慮事項①の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイク

ルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボンフ

ットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に準拠整合して算定したものとする。 

１０ 「ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品」とは、当該製品の

ライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の算定基準に基づき、第三者機関により検証

等を受けたライフサイクル全般にわたる温室効果ガス排出量の全部を認証された温室効果

ガス排出削減・吸収量（以下本項において「クレジット」という。）を調達し、無効化又は

償却した上で埋め合わせた（以下本項において「オフセット」という。）製品をいう。 

１１ オフセットに使用できるクレジットは、当面の間、J-クレジット、二国間クレジット

（JCM）、地域版 J-クレジットなど我が国の温室効果ガスインベントリに反映できるものを

対象とする。なお、クレジットの更なる活用を図る観点から、クレジットに関する国内外

の議論の動向や市場動向を踏まえつつ、対象品目及び対象クレジットを拡大する等、需要

拡大に向けた検討を実施するものとする。 

 

 

 

表１ E26、E17又はGX53口金の電球形LEDランプに係るランプ効率の基準 

光 源 色 ランプ効率 

昼 光 色 

110.0lm/W以上 昼 白 色 

白  色 

温 白 色 
98.6lm/W以上 

電 球 色 

備考） 次のいずれかに該当する場合は、表２に示された光源色の区分ごとの基準を満たすこと。 

①電源電圧 50V 以下のもの 

②平均演色評価数 Ra が 90以上のもの 

③調光器対応機能付きのもの 

 

 

表２ E26、E17又はGX53口金以外の電球形LEDランプに係るランプ効率の基準 

光 源 色 ランプ効率 

昼 光 色 

80lm/W以上 昼 白 色 

白  色 

温 白 色 
70lm/W以上 

電 球 色 

備考） 調光・調色対応の電球形 LED ランプについては、表２の光源色別の区分のランプ効率の基準

から 5lm/W を差し引いた値とする。なお、当該ランプのランプ効率については、最大消費電

力時における全光束から算出された値とする。 

 

 

(2) 目標の立て方 

LEDを光源とした内照式表示灯にあっては、調達（リース・レンタル契約を含む。）総量

（台数）に占める基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 
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１３．自動車等 

１３－１ 自動車 

(1) 品目及び判断の基準等 

乗用車 

 

小型バス 

 

小型貨物車 

 

バス等 

 

トラック等 

 

トラクタ 

【判断の基準】 

①乗用車にあっては、次の基準を満たすこと。 

ア．電動車等であること。ただし、ハイブリッド自動車の場合は、これ

に加えて表１に示された区分の排出ガス基準（ガソリン又はLPガスを

燃料とする車両に限る。）に適合するとともに、表２に示された区分ご

との燃費基準値を満たし、かつ、備考１２に示された算定式により算

定された燃費基準値を下回らないこと。 

イ．エアコンディショナーの冷媒に使用される物質の地球温暖化係数は

150 以下であること。 

②小型バスにあっては、基準値１はアを、基準値２はイを満たすこと。た

だし、ガソリンを燃料とする場合は、これに加えて表１に示された区分

の排出ガス基準に適合すること。 

ア．電動車等であること。 

イ．次世代自動車であること又は表３に示された区分の燃費基準値を満

たすこと。 

③小型貨物車にあっては、基準値１はアを、基準値２はイを満たすこと。

ただし、ガソリン又はLPガスを燃料とする場合は、これに加えて表１に

示された区分の排出ガス基準に適合すること。 

ア．電動車等であること。 

イ．次世代自動車であること又は利用する燃料に対応した表４－１、及

び表４－２及び表４－３に示された区分の燃費基準値を満たすこと。 

④バス等にあっては、基準値１はアを、基準値２はイを満たすこと。 

ア．電動車等であること。 

イ．次世代自動車であること又は表５に示された区分の燃費基準値を満

たすこと。 

⑤トラック等にあっては、基準値１はアを、基準値２はイを満たすこと。 

ア．電動車等であること。 

イ．次世代自動車であること又は表６に示された区分の燃費基準値を満

たすこと。 

⑥トラクタにあっては、基準値１はアを、基準値２はイを満たすこと。 

ア．電動車等であること。 

イ．次世代自動車であること又は表７に示された区分の燃費基準値を満

たすこと。 

 

【配慮事項】 

①エアコンディショナーの冷媒に使用される物質の地球温暖化係数は150

以下であること。 

②資源有効利用促進法の判断の基準を踏まえ、製品の長寿命化及び省資源

化又は部品の再使用若しくは材料の再生利用のための設計上の工夫がな

されていること。特に、希少金属類の減量化や再生利用のための設計上

の工夫がなされていること。 

③再生材が可能な限り使用されていること。 

④バイオマスプラスチック又は植物を原料とする合成繊維であって環境負

荷低減効果が確認されたものが可能な限り使用されていること。 
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⑤エコドライブ支援機能を搭載していること。 

備考） １ 本項の判断の基準の対象とする自動車は、道路運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省令

第 74 号）第２条の普通自動車、小型自動車及び軽自動車（二輪自動車を除く。）とする。 

２ 「車両総重量」とは、道路運送車両法第 40 条第３号に規定する車両総重量をいう。以下

同じ。 

３ 「車両重量」とは、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）第１条第６

号に規定する空車状態における車両の重量をいう。以下同じ。 

４ 「電動車等」とは、電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハ

イブリッド自動車及び水素自動車をいう。 

５ 「次世代自動車」とは、電動車等、天然ガス自動車及びクリーンディーゼル自動車をい

う。 

６ 「乗用車」とは、乗車定員９人若しくは 10 人以下かつ車両総重量 3.5t 以下の乗用自動

車であって、普通自動車、小型自動車及び軽自動車をいう。 

７ 「小型バス」とは、乗車定員 11 人以上かつ車両総重量 3.5t 以下の乗用自動車をいう。 

８ 「小型貨物車」とは、車両総重量 3.5t 以下の貨物自動車をいう。 

９ 「バス等」とは、乗車定員 10 人以上かつ車両総重量 3.5t 超の乗用自動車をいう。 

１０ 「トラック等」とは、車両総重量 3.5t 超の貨物自動車（けん引自動車を除く。）をい

う。 

１１ 「トラクタ」とは、車両総重量 3.5t 超の貨物自動車（けん引自動車に限る。）をいう。 

１２ 乗用車に係る燃費基準値（WLTC モード燃費値）の算定方法は、次式による。なお、次

式において係数α及びβを乗ずる前に小数点以下第１位未満を四捨五入すること。 

FE＝（－2.47×10-6×M2－8.52×10-4×M＋30.65）×α×β （M＜2,759kg） 

FE＝9.5×α×β （M≧2,759kg） 

FE：燃費基準値（km/L） （小数点以下第１位未満を四捨五入） 

M ：車両重量（kg） 

α：燃費基準達成率であって 0.60.7 

β：燃料がガソリンの場合は 1.0、軽油の場合は 1.1、LP ガスの場合は 0.74 

１３ 判断の基準①イ及び配慮事項①については、フロン類の使用の合理化及び管理の適正

化に関する法律（平成 13 年法律第 64 号）第２条第２項の指定製品の対象となる製品に適

用するものとする。 

１４ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度

に対する比を示す数値をいう。 

１５ 「希少金属類」とは、昭和 59 年８月の通商産業省鉱業審議会レアメタル総合対策特別

小委員会において特定された 31 鉱種（希土類は 17 元素を 1 鉱種として考慮）の金属をい

う。 

１６ 「バイオマスプラスチック」とは、原料として植物などの再生可能な有機資源を使用

するプラスチックをいう。 

１７ 「環境負荷低減効果が確認されたもの」とは、製品のライフサイクル全般にわたる環

境負荷についてトレードオフを含め定量的、客観的かつ科学的に分析・評価し、第三者の

LCA 専門家等により環境負荷低減効果が確認されたものをいう。 

１８ 「エコドライブ支援機能」とは、最適なアクセル操作、シフトチェンジ等の運転者へ

の支援機能、エコドライブ実施状況の表示、分析・診断等の機能、カーナビゲーションシ

ステムと連動した省エネルギー経路の選択機能等をいう。 



 

－61－ 

１９ ガソリンを燃料とする自動車にあっては、バイオエタノール混合ガソリン（E3、E10 及

び ETBE）の供給体制が整備されている地域から、その積極的な利用に努めること。 

２０ 軽油を燃料とする自動車にあっては、バイオディーゼル燃料混合軽油（B5）の供給体

制が整備されている地域から、その積極的な利用に努めること。 

２１ 判断の基準①イについては、令和９年３月 31 日まで経過措置を設けることとし、この

期間においては適用はしない。 

 

表１ ガソリン自動車又はLPガス自動車に係る排出ガス基準 

区 分 一酸化炭素 非メタン炭化水素 窒素酸化物 

乗用車 
JC08モード 1.15g/km以下 0.013g/km以下 0.013g/km以下 

WLTCモード 1.15g/km以下 0.05g/km以下 0.025g/km以下 

小型バス（1.7t以
下）軽量貨物車 

JC08モード 1.15g/km以下 0.025g/km以下 0.025g/km以下 

WLTCモード 1.15g/km以下 0.05g/km以下 0.025g/km以下 

小型バス（1.7t超）
中量貨物車 

JC08モード 2.55g/km以下 0.025g/km以下 0.035g/km以下 

WLTCモード 2.55g/km以下 0.075g/km以下 0.035g/km以下 

軽貨物車 
JC08モード 4.02g/km以下 0.025g/km以下 0.025g/km以下 

WLTCモード 4.02g/km以下 0.05g/km以下 0.025g/km以下 

備考） １ 粒子状物質については、排出がないとみなされる程度であること。 

２ 「軽量貨物車」とは、車両総重量 1.7t 以下の貨物自動車をいう。以下同じ。 

３ 「中量貨物車」とは、車両総重量 1.7t 超 3.5t 以下の貨物自動車をいう。以下同じ。 

４ 「軽貨物車」とは、貨物自動車のうち軽自動車であるものをいう。以下同じ。 

５ 排出ガスの測定モードに即し JC08 モード又は WLTC モードのいずれかを満たすこと。 

 

 

表２ ガソリン乗用車、ディーゼル乗用車及びLPガス乗用車に係るJC08モード又はWLTCモード燃費基準 

区 分 
燃費基準値 

ガソリン ディーゼル LPガス 

車両重量が  741kg未満   24.6km/L以上   27.1km/L以上   19.2km/L以上 

車両重量が  741kg以上  856kg未満   24.5km/L以上   27.0km/L以上   19.2km/L以上 

車両重量が  856kg以上  971kg未満   23.7km/L以上   26.1km/L以上   18.5km/L以上 

車両重量が  971kg以上1,081kg未満   23.4km/L以上   25.8km/L以上   18.3km/L以上 

車両重量が1,081kg以上1,196kg未満   21.8km/L以上   24.0km/L以上   17.1km/L以上 

車両重量が1,196kg以上1,311kg未満   20.3km/L以上   22.4km/L以上   15.9km/L以上 

車両重量が1,311kg以上1,421kg未満   19.0km/L以上   20.9km/L以上   14.9km/L以上 

車両重量が1,421kg以上1,531kg未満   17.6km/L以上   19.4km/L以上   13.8km/L以上 

車両重量が1,531kg以上1,651kg未満   16.5km/L以上   18.2km/L以上   12.9km/L以上 

車両重量が1,651kg以上1,761kg未満   15.4km/L以上   17.0km/L以上   12.1km/L以上 

車両重量が1,761kg以上1,871kg未満   14.4km/L以上   15.9km/L以上   11.3km/L以上 

車両重量が1,871kg以上1,991kg未満   13.5km/L以上   14.9km/L以上   10.6km/L以上 
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車両重量が1,991kg以上2,101kg未満   12.7km/L以上   14.0km/L以上   10.0km/L以上 

車両重量が2,101kg以上2,271kg未満   11.9km/L以上   13.1km/L以上    9.3km/L以上 

車両重量が2,271kg以上   10.6km/L以上   11.7km/L以上    8.3km/L以上 

 

 

表３ 小型バス（車両総重量3.5t以下）に係るJC08モード又はWLTCモード燃費基準 

区 分 燃費基準値 

ガソリンを燃料とする小型バス     8.5km/L以上 

軽油を燃料とする小型バス     9.7km/L以上 

 

 

表４―１ ガソリン又は及びディーゼル小型貨物車に係る JC08 モード又は WLTCモード燃費基準 

区分 燃費基準値 

変速装置の方式 車両重量 自動車の構造 ガソリン ディーゼル 

 

741kg未満 

構造A 

25.3km/L以上 27.8km/L以上 

741kg以上  856kg未満 22.5km/L以上 24.8km/L以上 

856kg以上  971kg未満 20.4km/L以上 22.5km/L以上 

971kg以上1,081kg未満 18.7km/L以上 20.6km/L以上 

1,081kg以上1,196kg未満 16.7km/L以上 18.3km/L以上 

1,196kg以上 15.2km/L以上 16.7km/L以上 

手 動 式 

741kg未満 

構造B 

18.9km/L以上 20.8km/L以上 

741kg以上  856kg未満 18.4km/L以上 20.2km/L以上 

856kg以上  971kg未満 17.9km/L以上 19.7km/L以上 

971kg以上1,081kg未満 17.5km/L以上 19.2km/L以上 

1,081kg以上1,196kg未満 15.0km/L以上 16.5km/L以上 

1,196kg以上1,311kg未満 13.6km/L以上 14.9km/L以上 

1,311kg以上1,421kg未満 12.5km/L以上 13.8km/L以上 

1,421kg以上1,531kg未満 11.6km/L以上 12.8km/L以上 

1,531kg以上1,651kg未満 10.9km/L以上 11.8km/L以上 

1,651kg以上1,761kg未満 10.4km/L以上 15.1km/L以上 

1,761kg以上1,871kg未満 

9.9km/L以上 

14.3km/L以上 

1,871kg以上1,991kg未満 13.7km/L以上 

1,991kg以上 13.1km/L以上 

手動式以外のもの 

741kg未満 

構造B 

18.4km/L以上 20.2km/L以上 

741kg以上  856kg未満 17.8km/L以上 19.6km/L以上 

856kg以上  971kg未満 17.3km/L以上 19.0km/L以上 

971kg以上1,081kg未満 16.8km/L以上 18.5km/L以上 

1,081kg以上1,196kg未満 14.7km/L以上 16.1km/L以上 

1,196kg以上1,311kg未満 13.2km/L以上 14.6km/L以上 

1,311kg以上1,421kg未満 12.2km/L以上 13.4km/L以上 
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1,421kg以上1,531kg未満 11.3km/L以上 12.4km/L以上 

1,531kg以上1,651kg未満 10.5km/L以上 11.6km/L以上 

1,651kg以上1,761kg未満 10.0km/L以上 12.6km/L以上 

1,761kg以上1,871kg未満 9.5km/L以上 12.3km/L以上 

1,871kg以上1,991kg未満 

9.2km/L以上 

12.2km/L以上 

1,991kg以上2,101kg未満 12.0km/L以上 

2,1011kg以上 11.7km/L以上 

備考） １ 「構造 A」とは、次に掲げる要件のいずれにも該当する構造をいう。以下同じ。 

ア 最大積載量を車両総重量で除した値が 0.3 以下となるものであること。 

イ 乗車装置及び物品積載装置が同一の車室内に設けられており、当該車室と車体外と

を固定された屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切られるものであること。 

ウ 運転者室の前方に原動機を有するものであること。 

２ 「構造 B」とは、構造 A 以外の構造をいう。 

 

表４－１ ガソリン小型貨物車に係る JC08 モード又は WLTC モード燃費基準 

区 分 
燃費基準値 

自動車の種別 変速装置の方式 車両重量 自動車の構造 

軽貨物車 

手 動 式 
741kg未満 

構造A 

24.4km/L以上 

741kg以上 21.3km/L以上 

手動式以外のもの 

741kg未満 21.9km/L以上 

741kg以上  856kg未満 20.6km/L以上 

856kg以上 19.8km/L以上 

手 動 式 

741kg未満 

構造B 

19.1km/L以上 

741kg以上  856kg未満 18.9km/L以上 

856kg以上  971kg未満 18.1km/L以上 

971kg以上 17.2km/L以上 

手動式以外のもの 

741kg未満 17.2km/L以上 

741kg以上  856kg未満 16.8km/L以上 

856kg以上  971kg未満 16.2km/L以上 

971kg以上 15.4km/L以上 

軽量貨物車 

手 動 式 
1,081kg未満  21.3km/L以上 

1,081kg以上  19.7km/L以上 

手動式以外のもの 

1,081kg未満  20.0km/L以上 

1,081kg以上1,196kg未満  18.2km/L以上 

1,196kg以上  16.9km/L以上 

中量貨物車 

手 動 式  

構造A 

14.9km/L以上 

手動式以外のもの 
1,311kg未満 14.0km/L以上 

1,311kg以上 13.3km/L以上 

手 動 式 
1,311kg未満 

構造B1 12.5km/L以上 

構造B2 11.8km/L以上 

1,311kg以上1,421kg未満 構造B1 11.1km/L以上 
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構造B2 10.7km/L以上 

1,421kg以上1,531kg未満 
構造B1 10.8km/L以上 

構造B2 10.4km/L以上 

1,531kg以上1,651kg未満 
構造B1 10.5km/L以上 

構造B2 10.2km/L以上 

1,651kg以上1,761kg未満 
構造B1 10.3km/L以上 

構造B2 9.8km/L以上 

1,761kg以上 
構造B1 10.2km/L以上 

構造B2 9.3km/L以上 

手動式以外のもの 

1,311kg未満 
構造B1 11.4km/L以上 

構造B2 11.0km/L以上 

1,311kg以上1,421kg未満 
構造B1 10.3km/L以上 

構造B2 10.2km/L以上 

1,421kg以上1,531kg未満 
構造B1 10.1km/L以上 

構造B2 9.3km/L以上 

1,531kg以上1,651kg未満 
構造B1 9.9km/L以上 

構造B2 9.0km/L以上 

1,651kg以上 構造B2 8.3km/L以上 

1,651kg以上1,761kg未満 

構造B1 

9.6km/L以上 

1,761kg以上1,871kg未満 9.2km/L以上 

1,871kg以上 8.9km/L以上 

備考） １ 「構造 A」とは、次に掲げる要件のいずれにも該当する構造をいう。以下同じ。 

ア 最大積載量を車両総重量で除した値が 0.3 以下となるものであること。 

イ 乗車装置及び物品積載装置が同一の車室内に設けられており、当該車室と車体外とを

固定された屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切られるものであること。 

ウ 運転者室の前方に原動機を有するものであること。 

２ 「構造 B」とは、構造 A 以外の構造をいう。以下同じ。 

３ 「構造 B1」とは、構造 B のうち備考１イに掲げる要件に該当する構造をいう。以下同じ。 

４ 「構造 B2」とは、構造 B のうち構造 B1 以外の構造をいう。以下同じ。 

 

 

表４－２ ディーゼル小型貨物車に係る JC08 モード又は WLTC モード燃費基準 

区 分 
燃費基準値 

自動車の種別 変速装置の方式 車両重量 自動車の構造 

軽貨物車 

手 動 式 
741kg未満 

構造A 

26.8km/L以上 

741kg以上 23.4km/L以上 

手動式以外のもの 

741kg未満 24.1km/L以上 

741kg以上  856kg未満 22.6km/L以上 

856kg以上 21.8km/L以上 

手 動 式 

741kg未満 

構造B 

21.0km/L以上 

741kg以上  856kg未満 20.8km/L以上 

856kg以上  971kg未満 19.9km/L以上 
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971kg以上 18.9km/L以上 

手動式以外のもの 

741kg未満 18.9km/L以上 

741kg以上  856kg未満 18.5km/L以上 

856kg以上  971kg未満 17.8km/L以上 

971kg以上 17.0km/L以上 

軽量貨物車 

手 動 式 
1,081kg未満  23.4km/L以上 

1,081kg以上  21.6km/L以上 

手動式以外のもの 

1,081kg未満  22.0km/L以上 

1,081kg以上1,196kg未満  20.0km/L以上 

1,196kg以上  18.6km/L以上 

中量貨物車 

手 動 式 

1,421kg未満 
構造A又は構造B1 15.2km/L以上 

構造B2 15.0km/L以上 

1,421kg以上1,531kg未満 
構造A又は構造B1 14.8km/L以上 

構造B2 13.5km/L以上 

1,531kg以上1,651kg未満 
構造A又は構造B1 14.5km/L以上 

構造B2 13.2km/L以上 

1,651kg以上1,761kg未満 
構造A又は構造B1 14.3km/L以上 

構造B2 13.0km/L以上 

1,761kg以上1,871kg未満 
構造A又は構造B1 14.0km/L以上 

構造B2 12.6km/L以上 

1,871kg以上1,991kg未満 
構造A又は構造B1 13.4km/L以上 

構造B2 11.9km/L以上 

1,991kg以上2,101kg未満 
構造A又は構造B1 12.9km/L以上 

構造B2 11.8km/L以上 

2,101kg以上 
構造A又は構造B1 12.3km/L以上 

構造B2 11.7km/L以上 

手動式以外のもの 

1,421kg未満 
構造A又は構造B1 13.8km/L以上 

構造B2 13.1km/L以上 

1,421kg以上1,531kg未満 
構造A又は構造B1 13.4km/L以上 

構造B2 12.4km/L以上 

1,531kg以上1,651kg未満 
構造A又は構造B1 12.1km/L以上 

構造B2 11.4km/L以上 

1,651kg以上1,761kg未満 
構造A又は構造B1 11.9km/L以上 

構造B2 11.1km/L以上 

1,761kg以上1,871kg未満 
構造A又は構造B1 11.6km/L以上 

構造B2 10.2km/L以上 

1,871kg以上1,991kg未満 
構造A又は構造B1 11.3km/L以上 

構造B2 10.0km/L以上 

1,991kg以上2,101kg未満 
構造A又は構造B1 10.8km/L以上 

構造B2 9.5km/L以上 

2,101kg以上 構造A又は構造B1 9.9km/L以上 
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構造B2 9.2km/L以上 

 

 

表４－３２ LPガス小型貨物車に係る10・15モード燃費基準 

区 分 
燃費基準値 

自動車の種別 変速装置の方式 車両重量 自動車の構造 

軽貨物車 

手 動 式 

  703kg未満 
構造A 15.8km/L以上 

構造B 13.3km/L以上 

  703kg以上  828kg未満 
構造A 14.1km/L以上 

構造B 13.1km/L以上 

  828kg以上  12.1km/L以上 

手動式以外のもの 

  703kg未満 
構造A 14.8km/L以上 

構造B 12.7km/L以上 

  703kg以上  828kg未満 
構造A 12.9km/L以上 

構造B 12.1km/L以上 

  828kg以上  11.7km/L以上 

軽量貨物車 

手 動 式 
1,016kg未満  13.9km/L以上 

1,016kg以上  12.3km/L以上 

手動式以外のもの 
1,016kg未満  11.7km/L以上 

1,016kg以上  10.8km/L以上 

中量貨物車（車

両総重量が2.5t

以下のものに限

る） 

手 動 式 

1,266kg未満 
構造A 11.3km/L以上 

構造B  9.6km/L以上 

1,266kg以上1,516kg未満   8.4km/L以上 

1,516kg以上   7.3km/L以上 

手動式以外のもの 
1,266kg未満 

構造A  9.8km/L以上 

構造B  8.8km/L以上 

1,266kg以上   8.1km/L以上 

 

 

表５ 路線バス、一般バス（車両総重量3.5t超）に係るJH15モード（重量車モード）燃費基準 

区 分 
燃費基準値 

路線バス 一般バス 

車両総重量が3.5t超 6t以下 
   7.32km/L以上 

   9.49km/L以上 

車両総重量が  6t超 8t以下    6.85km/L以上 

車両総重量が  8t超10t以下    6.62km/L以上    6.69km/L以上 

車両総重量が 10t超12t以下    6.06km/L以上    5.99km/L以上 

車両総重量が 12t超14t以下    5.40km/L以上    5.47km/L以上 

車両総重量が 14t超16t以下 
   4.44km/L以上 

   4.26km/L以上 

車両総重量が 16t超    3.75km/L以上 

備考） １ 「路線バス」とは、乗車定員 11 人以上かつ車両総重量 3.5t 超の乗用自動車であって、

高速自動車国道等に係る路線以外の路線を定めて定期に運行する旅客自動車運送事業用自

動車をいう。 
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２ 「一般バス」とは、乗車定員 11 人以上かつ車両総重量 3.5t 超の乗用自動車であって、

路線バス以外の自動車をいう。 

 

 

表６ トラック等（車両総重量3.5t超）に係るJH15モード（重量車モード）燃費基準 

区 分 最大積載量 燃費基準値 

車両総重量が3.5t超7.5t以下 

最大積載量が1.5t以下   11.37km/L以上 

最大積載量が1.5t超2t以下   10.87km/L以上 

最大積載量が2t超3t以下    9.99km/L以上 

最大積載量が3t超    8.53km/L以上 

車両総重量が7.5t超8t以下     7.60km/L以上 

車両総重量が  8t超10t以下     6.85km/L以上 

車両総重量が 10t超12t以下     6.30km/L以上 

車両総重量が 12t超14t以下     5.97km/L以上 

車両総重量が 14t超16t以下     5.22km/L以上 

車両総重量が 16t超20t以下     4.36km/L以上 

車両総重量が 20t超     4.24km/L以上 

 

 

表７ トラクタ（車両総重量3.5t超のけん引自動車）に係るJH15モード（重量車モード）燃費基準 

区 分 燃費基準値 

車両総重量が20t以下のトラクタ    3.24km/L以上 

車両総重量が20t超のトラクタ    2.11km/L以上 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

乗用車にあっては、当該年度における調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（台

数）に占める基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 

小型バス、小型貨物車、バス等、トラック等及びトラクタにあっては、当該年度におけ

る調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（台数）に占める基準値１及び基準値２そ

れぞれの基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 
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１４．消火器 

(1) 品目及び判断の基準等 

消火器 【判断の基準】 

○次のいずれかの要件を満たすこと。 

①次の要件を満たすこと。 

ア．消火薬剤に、再生材料が重量比で40％以上使用されていること。 

イ．製品の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあり、

再使用又は再生利用されない部分については適正処理されるシ

ステムがあること。 

②エコマーク認定基準を満たすこと又は同等のものであること。 

 

【配慮事項】 

①分解が容易である等材料の再生利用のための設計上の工夫がなされ

ていること。 

②プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチックが可能

な限り使用されていること。 

③使用される塗料は、有機溶剤及び臭気が可能な限り少ないものであ

ること。 

④製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイク

ルにおける温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭

素相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されているこ

と。 

⑤消火器の設置台又は収納箱等にプラスチックが使用される場合に

は、再生プラスチックが使用されていること。また、使用後に製品

とともに回収され、再使用、再生利用が行われること。 

⑥製品の包装又は梱包は、可能な限り単一素材化が図られていること。

また、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄時の負

荷低減に配慮されていること。 

⑦包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあるこ

と。 

備考） １ 本項の判断基準の対象とする「消火器」は、粉末（ABC）消火器（消火器の技術上の規格

を定める省令（昭和 39 年９月 17 日自治省令第 27 号）による粉末消火器であって、A 火災、

B 火災及び電気火災の全てに適用するものをいい、エアゾール式簡易消火具、船舶用消火器、

航空用消火器は含まない。）とし、点検の際の消火薬剤の詰め替えも含むものとする。 

２ 「回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあること」とは、次の要件を満たす

ことをいう。 

「回収システム」については、次のア及びイを満たすこと。 

ア．製造事業者又は販売事業者等が自主的に廃消火器を回収（自ら回収し、又は他の者に

委託して回収することをいう。複数の事業者が共同して回収することを含む。）するル

ート（製造事業者、販売事業者等における回収ルート、使用者の要請に応じた回収等）

を構築していること。 

イ．回収が適切に行われるよう、製品本体、カタログ又はウエブサイトのいずれかでユー

ザに対し回収に関する具体的情報（回収方法、回収窓口等）が表示又は提供されてい

ること。 

「再使用又は再生利用のためのシステム」については、次のウ及びエを満たすこと。 

ウ．回収された製品を再使用、マテリアルリサイクル又はケミカルリサイクルすること。 

エ．回収された製品のうち再使用又はリサイクルできない部分は、エネルギー回収するこ
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と。 

３ 判断の基準②の「エコマーク認定基準」とは、公益財団法人日本環境協会エコマーク事

務局が運営するエコマーク制度の商品類型のうち、商品類型 No.127「消火器 Version2」に

係る認定基準をいう。 

４ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく

は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を

再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

５ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度に

対する比を示す数値をいう。 

６ 配慮事項④の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイク

ルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・環境省作成の「カーボンフ

ットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に準拠整合して算定したものとする。 

７ 配慮事項⑤は、消火器の設置に当たり、設置台又は収納箱等を併せて導入する場合に適

用する。 

８ 調達を行う各機関は、消火器の設置、保守及び廃棄までを一括して行う役務の調達につ

いて検討を行うこと。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度の消火器の調達（リース・レンタル契約を含む。）総量（本数）に占める基準

を満たす物品の数量（本数）の割合とする。 
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１６．インテリア・寝装寝具 

１６－２ カーペット 

(1) 品目及び判断の基準等 

タイルカーペッ

ト 

【判断の基準】 

○基準値１は①及び②の要件を、基準値２は②の要件を満たすこと。 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイク

ルにおける温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭

素相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されているこ

と。 

②未利用繊維、故繊維から得られる繊維、再生プラスチック及びその

他の再生材料の合計重量が製品全体重量比で25％以上使用されてい

ること。 

 

【配慮事項】 

①ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品である

こと。 

②製品使用後に回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあるこ

と。 

③製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ

及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

ニードルパンチ

カーペット 

 

タフテッドカー

ペット 

 

織じゅうたん 

【判断の基準】 

○ニードルパンチカーペットにあっては、①又は②の要件を、タフテッ

ドカーペット及び織じゅうたんにあっては①の要件を満たすこと。 

①未利用繊維、故繊維から得られる繊維、再生プラスチック及びその

他の再生材料の合計重量が製品全体重量比で25％以上使用されてい

ること。 

②植物を原料とする合成繊維を使用した製品については、次のいずれ

かの要件を満たすこと。 

ア．植物を原料とする合成繊維又はバイオマスプラスチックであっ

て環境負荷低減効果が確認されたものが製品全体重量比で25％以

上使用されていること、かつ、バイオベース合成ポリマー含有率

が10％以上であること。 

イ．植物を原料とする合成繊維又はバイオマスプラスチックであっ

て環境負荷低減効果が確認されたものが、製品全体重量比で10％

以上使用されていること、かつ、バイオベース合成ポリマー含有

率が4％以上であること。さらに、製品使用後に回収及び再使用又

は再生利用のためのシステムがあること。 

 

【配慮事項】 

①製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル

における温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭素相

当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されていること。 

②ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品である

こと。 

③製品使用後に回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあるこ

と。 

④製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ
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及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

備考） １ 「製品全体重量」とは、繊維部分重量に樹脂部分及び無機質等を加えた製品全体の重量

をいう。 

２ 「未利用繊維」とは、紡績時に発生する短繊維（リンター等）等を再生した繊維をいう。 

３ 「故繊維」とは、使用済みの古着、古布及び織布工場や縫製工場の製造工程から発生す

る糸くず、裁断くず等をいう。 

４ 「故繊維から得られる繊維」とは、故繊維を主原料とし、マテリアルリサイクル又はケ

ミカルリサイクルにより再生された繊維をいう。 

５ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく

は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を

再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

６ 「再生材料」とは、使用された後に廃棄された製品の全部若しくは一部又は製品の製造

工程の廃棄ルートから発生する端材若しくは不良品を再生利用したものをいう（ただし、

原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

７ 「バイオマスプラスチック」とは、原料として植物などの再生可能な有機資源（バイオ

マス）を使用するプラスチックをいう。 

８ 「環境負荷低減効果が確認されたもの」とは、製品のライフサイクル全般にわたる環境

負荷についてトレードオフを含め定量的、客観的かつ科学的に分析・評価し、第三者の LCA

専門家等により環境負荷低減効果が確認されたものをいう。 

９ 「バイオベース合成ポリマー含有率」とは、製品全体重量に占める、植物を原料とする

合成繊維又はバイオマスプラスチックに含まれる植物由来原料分の重量の割合をいう。 

１０ 「回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあること」とは、次の要件を満た

すことをいう。 

「回収のシステム」については、次のア及びイを満たすこと。 

ア．製造事業者又は販売事業者が自主的に使用済みの製品を回収（自ら回収し、又は他の

者に委託して回収することをいう。複数の事業者が共同して回収することを含む。）す

るルート（製造事業者、販売事業者における回収ルート、使用者の要請に応じた回収

等）を構築していること。 

イ．回収が適切に行われるよう、製品本体、製品の包装、カタログ又はウエブサイトのい

ずれかでユーザに対し回収に関する具体的情報（回収方法、回収窓口等）が表示又は

提供されていること。 

「再使用又は再生利用のためのシステム」については、次のウ及びエを満たすこと。 

ウ．回収された製品を再使用、マテリアルリサイクル又はケミカルリサイクルすること。 

エ．回収された製品のうち再使用又はリサイクルできない部分は、エネルギー回収するこ

と。 

１１ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度

に対する比を示す数値をいう。 

１２ タイルカーペットに係る判断の基準①、タフテッドカーペット、織じゅうたん及びニ

ードルパンチカーペットに係る配慮事項①の定量的環境情報は、カーボンフットプリント

（ISO 14067）、ライフサイクルアセスメント（ISO 14040 及び ISO 14044）及び経済産業省・

環境省作成の「カーボンフットプリント ガイドライン（令和５年５月）」等に準拠整合し

て算定したものとする。 

１３ タイルカーペットに係る配慮事項①、タフテッドカーペット、織じゅうたん及びニー

ドルパンチカーペットに係る配慮事項②の「ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフ

セットされた製品」とは、当該製品のライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の算定
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基準に基づき、ライフサイクル全般にわたる温室効果ガス排出量の全部を認証された温室

効果ガス排出削減・吸収量（以下本項において「クレジット」という。）を調達し、無効化

又は償却した上で埋め合わせた（以下本項において「オフセット」という。）製品をいう。 

１４ オフセットに使用できるクレジットは、当面の間、J-クレジット、二国間クレジット

（JCM）、地域版 J-クレジットなど我が国の温室効果ガスインベントリに反映できるものを

対象とする。なお、クレジットの更なる活用を図る観点から、クレジットに関する国内外

の議論の動向や市場動向を踏まえつつ、対象品目及び対象クレジットを拡大する等、需要

拡大に向けた検討を実施するものとする。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

タイルカーペットにあっては、当該年度の調達総量（ｍ2）に占める基準値１及び基準値

２それぞれの基準を満たす物品の数量（ｍ2）の割合とする。 

ニードルパンチカーペット、タフテッドカーペット及び織じゅうたんにあっては、当該

年度の調達総量（ｍ2）に占める基準を満たす物品の数量（ｍ2）の割合とする。 
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２１．公共工事 

(1) 品目及び判断の基準等 

公共工事 【判断の基準】 

○契約図書において、一定の環境負荷低減効果が認められる表１に示す

資材（材料及び機材を含む。）、建設機械、工法又は目的物の使用が義

務付けられていること。 

【配慮事項】 

○資材（材料及び機材を含む。）の梱包及び容器は、可能な限り簡易であ

って、再生利用の容易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

注）義務付けに当たっては、工事全体での環境負荷低減を考慮する中で実施することが望ましい。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

今後、実績の把握方法等の検討を進める中で、目標の立て方について検討するものとする。 

 

 

表１ 

●資材、建設機械、工法及び目的物の品目 

特定調達 

品目名 
分類 

品目名 
品目ご

との判

断の基

準 
（品目分類） （品目名） 

公共工事 資材 

盛土材等 

建設汚泥から再生した処理土 
表２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土工用水砕スラグ 

銅スラグを用いたケーソン中詰

め材 

フェロニッケルスラグを用いた

ケーソン中詰め材 

地盤改良材 地盤改良用製鋼スラグ 

コンクリート用スラグ骨材 

高炉スラグ骨材 

フェロニッケルスラグ骨材 

銅スラグ骨材 

電気炉酸化スラグ骨材 

アスファルト混合物 

再生加熱アスファルト混合物 

鉄鋼スラグ混入アスファルト混

合物 
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中温化アスファルト混合物 
 

 

 

 

 
路盤材 

鉄鋼スラグ混入路盤材 

再生骨材等 

小径丸太材 間伐材 
 

混合セメント 

高炉セメント 

フライアッシュセメント 

セメント エコセメント 

コンクリート及びコンクリー

ト製品 
透水性コンクリート 

鉄鋼スラグ水和固化体 鉄鋼スラグブロック 

吹付けコンクリート 
フライアッシュを用いた吹付け

コンクリート 

塗料 

下塗用塗料（重防食） 

低揮発性有機溶剤型の路面標示

用水性塗料 

高日射反射率塗料 

防水 高日射反射率防水 

舗装材 

再生材料を用いた舗装用ブロッ

ク（焼成） 

再生材料を用いた舗装用ブロッ

ク類（プレキャスト無筋コンク

リート製品） 

園芸資材 

バークたい肥 

下水汚泥を使用した汚泥発酵肥

料（下水汚泥コンポスト） 

道路照明 LED 道路照明 

中央分離帯ブロック 
再生プラスチック製中央分離帯

ブロック 

タイル セラミックタイル 

建具 断熱サッシ・ドア 

製材等 

製材 

集成材 

合板 
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単板積層材 

直交集成板 

フローリング フローリング 

再生木質ボード 

パーティクルボード 

繊維板 

木質系セメント板 

木材・プラスチック複合材製

品 

木材・プラスチック再生複合材

製品 

ビニル系床材 ビニル系床材 

断熱材 断熱材 

照明機器 照明制御システム 

変圧器 変圧器 

空調用機器 

吸収冷温水機 

氷蓄熱式空調機器 

ガスエンジンヒートポンプ式空

気調和機 

送風機 

ポンプ 

配管材 
排水・通気用再生硬質ポリ塩化

ビニル管 

衛生器具 

自動水栓 

自動洗浄装置及びその組み込み

小便器 

大便器 

コンクリート用型枠 

再生材料を使用した型枠 
 

合板型枠 

建設機械 

－ 

排出ガス対策型建設機械 
表３ 

低騒音型建設機械 

工法 
建設発生土有効利用工法 低品質土有効利用工法 

表４ 

建設汚泥再生処理工法 建設汚泥再生処理工法 
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コンクリート塊再生処理工法 コンクリート塊再生処理工法 

舗装（表層） 路上表層再生工法 

舗装（路盤） 路上再生路盤工法 

法面緑化工法 
伐採材又は建設発生土を活用し

た法面緑化工法 

山留め工法 
泥土低減型ソイルセメント柱列

壁工法 

目的物 

舗装 

排水性舗装 
表５ 

透水性舗装 

屋上緑化 屋上緑化 
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表２【資材】 

建具 断熱サッシ・ド

ア 

【判断の基準】 

○建築物の窓等を通しての熱の損失を防止する建具であって、

次のいずれかに該当すること。 

①複層ガラスを用いたサッシであること。 

②二重サッシであること。 

③断熱材の使用その他これに類する有効な断熱の措置が講じ

られたドアであること。 

 

【配慮事項】 

①サッシの枠、障子の枠及びガラスに有効な断熱の措置が講じ

られていること、又は断熱性の高い素材を使用したものであ

ること。 

②エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換

等に関する法律施行令（昭和54年政令第267号）第21条第２号

及び第３号に定めるサッシ及び複層ガラスについては、可能

な限り熱損失防止性能の数値が小さいものであること。 

備考）｢熱損失防止性能｣の定義及び測定方法は、｢サッシの性能の向上に関する熱損失防止建築材料製

造業者等の判断の基準等｣（平成 26 年経済産業省告示第 234 号）、｢複層ガラスの性能の向上に関す

る熱損失防止建築材料製造業者等の判断の基準等｣（平成 26 年経済産業省告示第 235 号）による。 

 

 

衛生器具 自動水栓 【判断の基準】 
○電気的制御により、水栓の吐水口に手を近づけた際に非接触にて自

動で吐水し、手を遠ざけた際に自動で止水するものであること。 

①自動水栓（自己発電機構付）にあっては、次の要件を満たすこ

と。 

ア．電気的制御により、水栓の吐水口に手を近づけた際に非接

触にて自動で吐水し、手を遠ざけた際に自動で止水するもの

であること。また、止水までの時間は2秒以内であること。 

イ．水圧0.1MPa以上、0.7MPa以下の各水圧において、吐水流量

が5L/分以下であること。 

ウ．単相交流（100V）の外部電源が不要で、自己発電できる機

構を有していること。 

②自動水栓（AC100Vタイプ・乾電池式）にあっては、次の要件を

満たすこと。 

ア．電気的制御により、水栓の吐水口に手を近づけた際に非接

触にて自動で吐水し、手を遠ざけた際に自動で止水するもの

であること。また、止水までの時間は2秒以内であること。 

イ．水圧0.1MPa以上、0.7MPa以下の各水圧において、吐水流量

が5L/分以下であること。 

自動洗浄装

置及びその

組み込み小

便器 

【判断の基準】 

○洗浄水量が4L/回以下であり、また、使用状況により、洗浄水量

が制御されること。 

大便器 【判断の基準】 

○洗浄水量が6.5L/回以下であること。 
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備考） １ 自動水栓の判断の基準は、公共用トイレの洗面用または手洗用の水栓を対象とし、止水

の際、手を遠ざけた後速やかに止水できるものであることする。 

２ 吐水流量の試験方法は、JIS B 2061 の吐水流量試験に準ずるものとする。 

３ 定量止水性能の試験方法は、JIS B 2061 の定量止水性能試験に準ずるものとする。 

４ 止水までの時間は、吐水の本流が収束した時点までとし、5 回測定した平均とする。 

２５ 大便器のうち、高座面形及び和風便器は、対象外とする。 

３６ 大便器の導入に当たっては、排水設備全体の排水機能の確保を十分考慮すること。 
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２２．役務 

２２－２ 印刷 

(1) 品目及び判断の基準等 

印刷 【判断の基準】 

＜共通事項＞ 

①印刷・情報用紙に係る判断の基準（「紙類」参照。）を満たす用紙が

使用されていること。ただし、冊子形状のものについては表紙を除

くものとし、紙の原料にバージンパルプが使用される場合にあって

は、その原料の原木は、伐採に当たって、原木の生産された国又は

地域における森林に関する法令に照らして手続が適切になされたも

のであること。ただし、間伐材により製造されたバージンパルプ及

び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木等の再生資

源により製造されたバージンパルプには適用しない。 

②表１に示されたＢ、Ｃ及びＤランクの紙へのリサイクルにおいて阻

害要因となる材料が使用されていないこと。ただし、印刷物の用途・

目的から使用する場合は、使用部位、廃棄又はリサイクル方法を記

載すること。 

③印刷物へリサイクル適性を表示すること。 

④印刷の各工程において、表２に示された環境配慮のための措置が講

じられていること。 

 

＜個別事項＞ 

①オフセット印刷 

ア．バイオマスを含有したインキであって、かつ、芳香族成分が1％

未満の溶剤のみを用いるインキが使用されていること。 

イ．インキの化学安全性が確認されていること。 

②デジタル印刷 

ア．電子写真方式（乾式トナーに限る。）にあっては、トナーカート

リッジの化学安全性に係る判断の基準（「トナーカートリッジ」参

照。）を満たすトナーが使用されていること。 

イ.電子写真方式（湿式トナーに限る。）又はインクジェット方式に

あっては、トナー又はインクの化学安全性が確認されていること。 

 

【配慮事項】 

①印刷物の用途及び目的を踏まえ、可能な限り軽量化されていること。 

②デジタル化の推進等（DTP、CTP、DDCP方式の採用等）により廃棄物

の発生が可能な限り抑制されていること。 

③揮発性有機化合物（VOC）の発生抑制に配慮されていること。 

④インキ缶やインク、トナー等の容器、感光ドラム等の資材・部品等

が再使用又はリサイクルされていること。 

⑤印刷物の表紙の表面加工等への有害物質の発生原因となる物質の使

用が可能な限り抑制されていること。 

⑥紙の原料にバージンパルプが使用される場合にあっては、その原料

の原木は持続可能な森林経営が営まれている森林から産出されたも

のであること。ただし、間伐材により製造されたバージンパルプ及

び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木等の再生資

源により製造されたバージンパルプには適用しない。 
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⑦製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

備考） １ 本項の判断の基準の対象とする「印刷」は、紙製の報告書類、ポスター、チラシ、パン

フレット等の印刷物を印刷する役務とし、文具類等他の品目として調達する場合を除く。

ただし、他の品目として調達する場合にあっても、可能な限り本項の判断の基準を満たす

よう努めること。 

２ 「オフセット印刷」とは、印刷版の印刷インキを転写体に転移し、さらにこれを紙など

に再転移する印刷方式をいう。 

３ 「デジタル印刷」とは、無版印刷であって電子写真方式又はインクジェット方式による

印刷方式をいう。 

４ 判断の基準＜共通事項＞②及び③の印刷物リサイクル適性の表示等については、古紙再

生促進センター作成、日本印刷産業連合会運用の「リサイクル対応型印刷物製作ガイドラ

イン」を参考とすること。ただし、使用する材料に古紙リサイクル適性ランクが定められ

ていない場合には、適用しないものとする。 

５ 判断の基準＜共通事項＞③の「リサイクル適性の表示」は、次の表現とすること。ただ

し、長期間にわたり保存・保管する等リサイクルを前提としない印刷物については、適用

しないものとする。なお、古紙リサイクル適性ランク及び表示方法については、「リサイク

ル対応型印刷物製作ガイドライン」の検討結果を踏まえ、適切に見直しを行うものとする。 

ア．Ａランクの材料のみ使用する場合は「印刷用の紙にリサイクルできます」 

イ．Ａ又はＢランクの材料のみ使用（ア．の場合を除く。）する場合は「板紙にリサイクル

できます」 

ウ．Ｃ又はＤランクの材料を使用する場合は「リサイクルに適さない資材を使用していま

す」 

なお、製本加工したカレンダーであって、綴じ部と本紙が分離可能なものについては、

本紙の用紙ごとにリサイクル適性を表示すること。 

６ 調達を行う各機関は、表３の資材確認票を参考とし、使用される資材等について確認す

ること。なお、印刷物の長期使用、強度補強等のため光沢ラミネート等を行うことが望ま

しい場合もあることを勘案し、使用目的等にあった資材を適切に選択すること。 

７ 「バイオマスを含有したインキ」とは、バイオマス割合（再生可能な生物由来の有機性

原材料（植物由来の油を含み、化石資源を除く。）の含有量の割合）及び石油系溶剤割合（イ

ンキに含まれる石油（化石燃料系）を原料とした溶剤の含有量の割合）が、インキの種類

ごとに下表に定める要件を満たすものをいう。なお、UV インキは VOC 成分（WHO（世界保健

機関）の化学物質の分類において「高揮発性有機化合物」及び「揮発性有機化合物」に分

類される揮発性有機化合物）が 3％未満かつリサイクル対応型 UV インキであることをもっ

て、判断の基準＜個別事項＞①アの基準に適合するものとみなす。 

インキの種類 バイオマス割合 石油系溶剤割合 

枚葉インキ 30％以上 30％以下 

オフ輪インキ 20％以上 45％以下 

金インキ（枚葉・オフ輪） 10％以上 25％以下 

新聞インキ（ノンヒートオフ輪） 30％以上 30％以下 

備考１ インキには OP ニス及びメジウムを含む。 

２ 油性ビジネスフォームインキは枚葉インキの基準を適用する。 

８ 「芳香族成分」とは、JIS K 2536 に規定されている石油製品の成分試験法をインキ溶剤

に準用して検出される芳香族炭化水素化合物をいう。 

９ 判断の基準＜共通事項＞④及び配慮事項②③④⑤については、日本印刷産業連合会作成

の「日印産連『オフセット印刷サービスグリーン基準』及び『グリーンプリンティング（GP）

認定制度』ガイドライン」を参考とすること。 
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１０ 調達を行う各機関は、必要に応じ表４のチェックリストを参考とし、印刷の各工程に

おける基準について確認すること。 

１１ 判断の基準＜個別事項＞①イの「化学安全性」とは、次のア及びウを満たすことをい

う。また、判断の基準＜個別事項＞②イの「化学安全性」とは、次のア又はイのいずれか

を満たし、かつ、ウを満たすことをいう。 

ア．印刷インキ工業連合会の「印刷インキに関する自主規制（NL 規制）」（平成 23 年９月１

日改訂）に適合していること。 

イ．特定の化学物質（鉛及びその化合物、水銀及びその化合物、カドミウム及びその化合

物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル並びにポリブロモジフェニルエーテル）

が含有率基準値を超えないこと。特定の化学物質の含有率基準値は、JIS C 0950（電気・

電子機器の特定の化学物質の含有表示方法）の附属書Ａの表 A.1（特定の化学物質、化学

物質記号、算出対象物質及び含有率基準値）に定める基準値とし、基準値を超える含有

が許容される項目については、上記 JIS の附属書Ｂに準ずるものとする。なお、その他

付属品等の扱いについては JIS C 0950 に準ずるものとする。 

ウ．特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平成 11

年法律第 86 号）の対象物質を特定していること（SDS（安全データシート）を備えてい

ること。）。 

１２ 調達を行う各機関は、印刷物の必要な部数・量を適正に見積り、過大な発注とならな

いよう努めること。 

１３ 調達を行う各機関は、印刷物の校正に当たっては、可能な限り本機校正によらずデジ

タル校正とし、VOC 排出量の抑制に努めること。 

１４ 紙の原料となる原木についての合法性及び持続可能な森林経営が営まれている森林か

らの産出に係る確認を行う場合には、林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能

性の証明のためのガイドライン（平成 18 年２月 18 日）」に準拠して行うものとする。なお、

都道府県等による森林、木材等の認証制度も合法性の確認に活用できることとする。 

 

 

表１ 古紙リサイクル適性ランクリスト 

  【Ａランク】 【Ｂランク】 【Ｃランク】 【Ｄランク】 

紙、板紙へのリサイク

ルにおいて阻害にな

らない 

紙へのリサイクルに

は阻害となるが、板紙

へのリサイクルには

阻害とならない 

紙、板紙へのリサイク

ルにおいて阻害になる 

微量の混入でも除去

することが出来ない

ため、紙、板紙への

リサイクルが不可能

になる 

①

紙 

【普通紙】 

 アート紙／コート紙

／上質紙／中質紙／

更紙 

－ － － 

【加工紙】 

抄色紙(Ａ)*／ファン

シーペーパー(Ａ)*／

樹脂含浸紙（水溶性の

もの） 

【加工紙】 

抄色紙(Ｂ)*／ファン

シーペーパー(Ｂ)*／

ポリエチレン等樹脂

コーティング紙／ポ

リエチレン等樹脂ラ

ミネート紙／グラシ

ンペーパー／インデ

ィアペーパー 

【加工紙】 

抄色紙(Ｃ)*／ファン

シーペーパー(Ｃ)*／

樹脂含浸紙（水溶性の

ものを除く）／硫酸紙

／ターポリン紙／ロウ

紙／セロハン／合成紙

／カーボン紙／ノーカ

ーボン紙／感熱紙／圧

着紙 

【加工紙】 

捺染紙／昇華転写紙

／感熱性発泡紙／芳

香紙 
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 【Ａランク】 【Ｂランク】 【Ｃランク】 【Ｄランク】 

②

イ

ン

キ

類 

【通常インキ】 

凸版インキ／平版イ

ンキ（オフセットイン

キ）／溶剤型グラビア

インキ／溶剤型フレ

キソインキ／スクリ

ーンインキ 

【通常インキ】 

水性グラビアインキ

／水性フレキソイン

キ 

－ － 

【特殊インキ】 

リサイクル対応型 UV

インキ☆／オフセッ

ト用金・銀インキ／パ

ールインキ／OCR イン

キ（油性） 

【特殊インキ】 

UV インキ／グラビア

用金・銀インキ／OCR 

UV インキ／EB インキ

／蛍光インキ 

【特殊インキ】 

感熱インキ／減感イン

キ／磁性インキ 

【特殊インキ】 

昇華性インキ／発泡

インキ／芳香インキ 

【特殊加工】 

OP ニス 

－ － － 

【デジタル印刷イン

キ類】 

リサイクル対応型ド

ライトナー☆ 

【デジタル印刷イン

キ類】 

ドライトナー 

－ － 

③

加

工

資

材 

【製本加工】 

製本用針金／ホッチ

キス等／難細裂化 EVA

系ホットメルト☆／

PUR 系ホットメルト☆

／水溶性のり 

【製本加工】 

製本用糸／EVA 系ホッ

トメルト 

【製本加工】 

クロス貼り（布クロス、

紙クロス） 

－ 

【表面加工】 

光沢コート(ニス引

き、プレスコート） 

【表面加工】 

光沢ラミネート（PP

貼り）／UV コート、UV

ラミコート／箔押し 

－ － 

【その他加工】 

リサイクル対応型シ

ール（全離解可能粘着

紙）☆ 

【その他加工】 

シール（リサイクル対

応型を除く） 

【その他加工】 

立体印刷物（レンチキ

ュラーレンズ使用） 

－ 

④

そ

の

他 

－ 【異物】 

粘着テープ（リサイク

ル対応型） 

【異物】 

石／ガラス／金物（製

本用ホッチキス、針金

等除く）／土砂／木片

／プラスチック類／布

類／建材（石こうボー

ド等）／不織布／粘着

テープ（リサイクル対

応型を除く） 

【異物】 

芳香付録品（芳香剤、

香水、口紅等） 

備考）１ ☆印の資材（難細裂化 EVA 系ホットメルト、PUR 系ホットメルト、リサイクル対応型 UV イ

ンキ、リサイクル対応型シール、リサイクル対応型ドライトナー）は、日本印刷産業連合会

の「リサイクル対応型印刷資材データベース」に掲載されていることを確認すること。 

２ * 印の資材（抄色紙、ファンシーペーパー）は、環境省の「グリーン購入法.net」に掲載

されている各製品のリサイクル適性を確認すること。 
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表２ オフセット印刷又はデジタル印刷に関連する印刷の各工程における環境配慮項目及び基準 

工程 項 目 基 準 

製版 

デジタル化 工程のデジタル化（DTP 化）率が 50％以上であること。 

廃液及び製版フィルム

からの銀回収 

製版フィルムを使用する工程において、廃液及び製版フィルム

から銀の回収を行っていること。 

刷版 
印刷版の再使用又はリ

サイクル 

印刷版（アルミ基材のもの）の再使用又はリサイクルを行って

いること。 

印 

 

刷 

オ

フ

セ

ッ

ト 

VOC の発生抑制 次のいずれかの対策を講じていること。 

・水なし印刷システムを導入していること。 

・湿し水循環システムを導入していること。 

・VOC 対策に資する環境に配慮した湿し水を導入していること。 

・自動布洗浄を導入している、又は自動液洗浄の場合は循環シ

ステムを導入していること。 

・VOC 対策に資する環境に配慮した洗浄剤を導入していること。 

・廃ウェス容器や洗浄剤容器に蓋をする等の VOC の発生抑制策

を講じていること。 

輪転印刷工程の熱風乾燥印刷の場合にあっては、VOC 処理装置を

設置し、適切に運転管理していること。 

製紙原料へのリサイク

ル 

損紙等（印刷工程から発生する損紙、残紙）の製紙原料へのリ

サイクル率が 80％以上であること。 

デ

ジ

タ

ル 

印刷機の環境負荷低減 省電力機能の活用、未使用時の電源切断など、省エネルギー活

動を行っていること。 

製紙原料等へのリサイ

クル 

損紙等（印刷工程から発生する損紙、残紙）の製紙原料等への

リサイクル率が 80％以上であること。 

表面 

加工 

VOC の発生抑制 アルコール類を濃度 30％未満で使用していること。 

製紙原料等へのリサイ

クル 

損紙等（光沢加工工程から発生する損紙、残紙、残フィルム）

の製紙原料等へのリサイクル率が 80％以上であること。 

製本 

加工 

騒音・振動抑制 窓、ドアの開放を禁止する等の騒音・振動の抑制策を講じてい

ること。 

製紙原料へのリサイク

ル 

損紙等（製本工程から発生する損紙）の製紙原料へのリサイク

ル率が 70％以上であること。 

備考） １ 本基準は、印刷役務の元請か下請かを問わず、印刷役務の主たる工程を行う者に適用す

るものとし、オフセット印刷又はデジタル印刷に関連する印刷役務の一部の工程を行う者

には適用しない。 

２ 製版工程においては、「デジタル化」又は「廃液及び製版フィルムからの銀回収」のい

ずれかを満たせばよいこととする。 

３ 製版工程の「銀の回収」とは、銀回収システムを導入している又は銀回収システムを有

するリサイクル事業者、廃棄物回収業者に引き渡すことをいう。なお、廃液及び製版フィ

ルムからの銀の回収は、技術的に不可能な場合を除き、実施しなければならない。 

４ 刷版工程の印刷版の再使用又はリサイクル（印刷版に再生するものであって、その品質

が低下しないリサイクルを含む。）は、技術的に不可能な場合を除き、実施しなければな

らない。 

５ オフセット印刷工程における「VOC の発生抑制」の環境に配慮した湿し水及び環境に配

慮した洗浄剤については、日本印刷産業連合会が運営する「グリーンプリンティング資機

材認定制度」において認定されたエッチ液（湿し水）及び洗浄剤を参考とすること。 

６ オフセット印刷工程における「VOC の発生抑制」の廃ウェス容器や洗浄剤容器に蓋をす

る等及び輪転印刷工程の VOC 処理装置の設置・適切な運転管理、デジタル印刷工程におけ

る「印刷機の環境負荷低減」及び製本加工工程における「騒音・振動抑制」については、

当該対策を実施するための手順書等を作成・運用している場合に適合しているものとみな

す。 
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７ デジタル印刷工程、表面加工工程の「製紙原料等へのリサイクル」には、製紙原料への

リサイクル以外のリサイクル（RPF への加工やエネルギー回収等）を含む。 

 

 

表３ 資材確認票の様式（例） 

 

作成年月日：   年  月  日 

                      御中 

件名：                      

 

資 材 確 認 票 

 

○○印刷株式会社 

 

 

 

印刷資材 
使用 

有無 

リサイクル 

適性ランク 
資材の種類 製造元・銘柄名 備考 

 

用紙 

本文 ○ Ａ 上質紙 ○○製紙／○○  

表紙 ○ Ａ コート紙 ○○製紙／○○  

見返し ○ Ａ 上質紙 ○○製紙／○○  

カバー － －    

      

      

インキ類 

○ Ａ 平版インキ ○○インキ／○○  

     

     

     

加工 

製本加工 ○ Ａ PUR 系ホットメルト ○○化学／○○  

表面加工 ○ Ａ OP ニス ○○化学／○○  

その他加工 － －    

その他 

     

     

     

     

 

↓ 

 
 使用資材 リサイクル適性 判別 

Ａランクの資材のみ使用 印刷用の紙にリサイクルできます ○ 

ＡまたはＢランクの資材のみ使用 板紙にリサイクルできます  

ＣまたはＤランクの資材を使用 リサイクルに適さない資材を使用しています  

備考）１ 資材確認票に記入する印刷資材は、最新の「リサイクル対応型印刷物製作ガイドライン」

に掲載された古紙リサイクル適性ランクリストを参照すること。 

２ 古紙リサイクル適性ランクが定められていない用紙、インキ類等の資材を使用する場合は、
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「リサイクル適性ランク」の欄に「ランク外」と記載すること。 

３ 内容に関する問合せに当たって必要となる項目や押印等の要否については、様式の変更等

を行うことができる。 

 

 

表４ オフセット印刷又はデジタル印刷の工程における環境配慮チェックリスト様式（例） 

 

作成年月日：   年  月  日 

                      御中 

 

オフセット印刷又はデジタル印刷の工程における環境配慮チェックリスト 

 

○○印刷株式会社 

 

 

工程 実 現 基 準（要求内容） 

製版 

はい／いいえ ①次のＡ又はＢのいずれかを満たしている。 

Ａ 工程のデジタル化（DTP 化）率が 50％以上である。 

Ｂ 製版フィルムを使用する工程において、廃液及び製版フィルムか

ら銀の回収を行っている。 

刷版 はい／いいえ ②印刷版（アルミ基材のもの）の再使用又はリサイクルを行っている。 

印 

 

刷 

オ

フ

セ

ッ

ト 

はい／いいえ ③水なし印刷システムを導入している、湿し水循環システムを導入して

いる、環境に配慮した湿し水を導入している、自動布洗浄を導入して

いる、自動液洗浄の場合は循環システムを導入している、環境に配慮

した洗浄剤を導入している、廃ウェス容器や洗浄剤容器に蓋をしてい

る等の VOC の発生抑制策を講じている。 

はい／いいえ ④輪転印刷工程の熱風乾燥印刷の場合にあっては、VOC 処理装置を設置

し、適切に運転管理している。 

はい／いいえ ⑤損紙等（印刷工程から発生する損紙、残紙）の製紙原料へのリサイク

ル率が 80％以上である。 

デ

ジ

タ

ル 

はい／いいえ ⑥省電力機能の活用、未使用時の電源切断など、省エネルギー活動を行

っている。 

はい／いいえ ⑦損紙等（印刷工程から発生する損紙、残紙）の製紙原料等へのリサイ

クル率が 80％以上である。 

表面 

加工 

はい／いいえ ⑧アルコール類を濃度 30％未満で使用している。 

はい／いいえ ⑨損紙等（光沢加工工程から発生する損紙、残紙、残フィルム）の製紙

原料等へのリサイクル率が 80％以上である。 

製本 

加工 

はい／いいえ ⑩窓、ドアの開放を禁止する等の騒音・振動の抑制策を講じている。 

はい／いいえ ⑪損紙等（製本工程から発生する損紙）の製紙原料へのリサイクル率が

70％以上である。 
 

備考） 内容に関する問合せに当たって必要となる項目や押印等の要否については、様式の変更等を

行うことができる。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度に調達する印刷（他の役務の一部として発注される印刷を含む。）の総件数に

占める基準を満たす印刷の件数の割合とする。 
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２２－３ 食堂 

(1) 品目及び判断の基準等 

食堂 【判断の基準】 

○庁舎又は敷地内において委託契約等により営業している食堂にあ

っては、次の要件を満たすこと。 

①生ゴミを減容及び減量する等再生利用に係る適正な処理が行われ

るものであること。 

②繰り返し利用できる食器が使われていること。 

③食堂内における飲食物の提供に当たっては、ワンウェイのプラス

チック製の容器等を使用しないこと。ただし、利用者の飲食に支

障を来す場合又は代替する手段がない場合はこの限りではない。 

④食品廃棄物の発生量の把握並びに発生抑制及び再生利用等のため

の計画の策定、目標の設定が行われていること。 

⑤食品廃棄物等の発生抑制の目標値が設定されている業種に該当す

る場合は、食品廃棄物等の単位当たり発生量がこの目標値以下で

あること。 

⑥食品循環資源の再生利用等の実施率が、食品循環資源の再生利用

等の促進に関する食品関連事業者の判断の基準となるべき事項を

定める省令（平成13年財務省・厚生労働省・農林水産省・経済産

業省・国土交通省・環境省令第４号。以下「判断基準省令」とい

う。）で定める基準実施率を達成していること又は目標年に目標値

を達成する計画を策定すること。 

⑦提供する飲食物の量を調整可能とすること又は消費者に求められ

た場合に持ち帰り用容器を提供すること等により、食べ残し等の

食品ロスの削減が図られていること。 

⑧食堂内の掲示を利用する等、飲食物の食べ残しが減るよう食堂の

利用者に対する呼びかけ、啓発等が行われていること。 

⑨食堂の運用に伴うエネルギー使用量（電力、ガス等）、水使用量を

把握し、省エネルギー・節水のための措置を講じていること。 

 

【配慮事項】 

①生ゴミ処理機等による処理後の生成物は肥料化、飼料化又はエネル

ギー化等により再生利用されるものであること。 

②生分解性の生ゴミ処理袋又は水切りネットを用いる場合は、生ゴミ

と一緒にコンポスト処理されること。 

③食堂で使用する食材は、地域の農林水産物の利用の促進に資するも

のであること。 

④食堂で使用する農産物や加工品は、可能な限り近隣において有機農

業により生産された農産物及びそれを原料として使用した加工品

の利用の推進に資するものであること。 

⑤食堂で使用する加工食品・化成品の原料に植物油脂が使用される場

合にあっては、持続可能な原料が使用されていること。 

⑥修繕することにより再使用可能な食器、又は再生材料が使用された

食器が使われていること。 

⑦食器は、可能な限り修繕又は再生利用されること。 

⑦⑧再使用のために容器包装の返却・回収が行われていること。 

⑧⑨食材等の輸送に伴う環境負荷の低減が図られていること。 
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備考） １ 会議等において提供される飲物等を庁舎又は敷地内において委託契約等により営業して

いる食堂・喫茶店等の飲食店から調達する場合は、本項の判断の基準を準用する。 

２ 判断の基準④及び⑥の「再生利用等」とは、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法

律（平成 12 年法律第 116 号。以下「食品リサイクル法」という。）に基づく再生利用等のこ

とをいう。 

３ 判断の基準④及び⑤の「発生抑制」とは、判断基準省令に基づく食品廃棄物等の発生の抑

制のことをいう。 

４ 判断の基準⑤については、食品リサイクル法に基づく食品廃棄物等多量発生事業者に該当

しない場合において、食品廃棄物等の単位当たりの発生量が目標値以下であること又は当該

目標値を達成するための自主的な計画を策定していることで、適合しているものとみなす。 

５ 判断の基準⑦に関して、食堂は客から持ち帰りを求められた場合には、食中毒等のリスク

や取扱方法等、衛生上の注意事項を十分に説明の上、持ち帰り容器を提供する。なお、生や

半生の食品などについて持ち帰りが求められた場合や外気温が高い真夏など、食中毒等のリ

スクが高い場合には、要望に応じずに提供する分量を調節し、極力食べ残しが発生しないよ

うに努めることが求められる。 

６ 判断の基準⑨については、食堂の運用に伴うエネルギー使用量、水使用量の把握が可能な

場合に適用する。 

７ 配慮事項③の「地域の農林水産物の利用」とは、地域資源を活用した農林漁業者等による

新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成 22 年法律第 67 号）第

25 条の趣旨を踏まえ、国内の地域で生産された農林水産物をその生産された地域内におい

て消費すること及び地域において供給が不足している農林水産物がある場合に他の地域で

生産された当該農林水産物を消費することをいう。 

８ 配慮事項④の「有機農業」とは、有機農業の推進に関する法律（平成 18 年法律第 112 号）

第２条を踏まえ、化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技

術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減した

農業生産の方法を用いて行われる農業をいう。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度に調達する基準を満たす食堂の総件数とする。 
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２２－１４ 印刷機能等提供業務 

(1) 品目及び判断の基準等 

印刷機能等提供

業務 

【判断の基準】 

①印刷機能等提供業務に係る機器を導入する場合は、以下の要件を満た

すこと。 

ア．コピー機、複合機又は拡張性のあるデジタルコピー機にあっては、

当該品目に係る判断の基準を満たすこと。 

イ．プリンタ又はプリンタ複合機にあっては、当該品目に係る判断の

基準を満たすこと。 

ウ．ファクシミリにあっては、ファクシミリに係る判断の基準を満た

すこと。 

エ．スキャナにあっては、スキャナに係る判断の基準を満たすこと。 

オ．デジタル印刷機にあっては、デジタル印刷機に係る判断の基準を

満たすこと。 

カ．契約終了後に使用済の印刷機能等提供業務に係る機器を回収する

こと。また、回収した部品の再使用又は材料の再生利用が行われる

こと。なお、回収した機器の再使用又は再生利用できない部分につ

いては、減量化等が行われた上で、適正処理され、単純埋立てされ

ないこと。 

②カートリッジ等を供給する場合は、カートリッジ等に係る判断の基準

を満たすこと。 

③用紙を供給する場合であって、特定調達品目に該当する用紙は、当該

品目に係る判断の基準を満たすこと。 

④印刷機能等提供業務に係る機器の使用実績等を把握し、その状況を踏

まえ、以下の提案を行うこと。 

ア．コピー機能又はプリント機能を有する印刷機能等提供業務に係る

機器の場合、紙及びトナー又はインクの使用量の削減対策。 

イ．環境負荷低減に向けた適切な印刷機能等提供業務に係る機器の製

品仕様及び設置台数。 

 

【配慮事項】 

①コピー機、複合機及び拡張性のあるデジタルコピー機の導入に当たっ

ては、可能な限り再生型機又は部品リユース型機を利用すること。 

②使用済のカートリッジ等、トナー容器、インク容器又は感光体を回収

し、回収した部品の再使用又は再生利用を行うこと。また、回収した

使用済のカートリッジ等、トナー容器、インク容器又は感光体の再使

用又は再生利用できない部分については、減量化等が行われた上で、

適正処理され、単純埋立てされないこと。 

③印刷機能等提供業務に係る機器の導入又は消耗品の供給に使用する

梱包用資材については、再使用に努めるとともに、可能な限り簡易で

あって、再生利用の容易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されているこ

と。 

備考） １ 「印刷機能等提供業務に係る機器」とは、本基本方針「５．画像機器等」に示すコピー

機、複合機、拡張性のあるデジタルコピー機、プリンタ、プリンタ複合機、ファクシミリ

及びスキャナ並びに「７．オフィス機器等」に示すデジタル印刷機の対象になるものをい

う。 

２ 「カートリッジ等」とは、本基本方針「５－６ カートリッジ等」の対象であるトナー

カートリッジ及びインクカートリッジをいう。 
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３ 印刷機能等提供業務に係る機器の「導入」とは、受注者が印刷機能等提供業務に係る機

器の全部又は一部を導入することをいい、受注者が当該機器以外の物品を同時に導入する

場合も含む。 

４ 本項の判断の基準の対象とする「印刷機能等提供業務」とは、印刷機能等提供業務に係

る機器による印刷・出力に係る機能の提供及び関連する業務であって、以下のいずれかの

業務をいう。 

ア．印刷機能等提供業務に係る機器の導入、導入した当該機器の保守業務及び導入した当

該機器で使用する消耗品の供給業務 

イ．印刷機能等提供業務に係る機器の導入及び導入した当該機器の保守業務 

ウ．印刷機能等提供業務に係る機器の保守業務及び当該機器で使用する消耗品の供給業務 

５ 判断の基準①カは、資源有効利用促進法に基づく特定再利用業種の機器に適用する。 

６ 判断の基準④ア及びイの提案については、発注者及び受注者双方協議の上、提案可能で

ある場合は、業務の履行期間内の適切な時期又は定期的に実施すること。 

７ 判断の基準④アの「紙及びトナー又はインクの使用量の削減対策」には、両面印刷（自

動両面機能の要件が適用されない機器の場合に限る。）、縮小印刷、集約印刷の促進、機器

パネルによる環境負荷情報（印刷枚数、カラー印刷率、両面利用率、集約利用率、用紙削

減率等）の可視化、用紙の再利用機能、ソフトウェアによるトナー又はインクの節約、ユ

ーザ認証による管理の実施等を含む。 

８ 判断の基準④イについては、環境負荷低減効果（消費電力量の削減、温室効果ガス排出

量の削減、消耗品の使用量の削減等）、費用対効果及び調達事務の効率化等を勘案し、定量

的な提案が可能な場合に実施する。 

９ 配慮事項②は、受注者がカートリッジ等、トナー容器、インク容器又は感光体を供給し

た場合に適用する。 

１０ 調達を行う各機関は、ユーザ認証による管理の実施等、用紙の使用量の抑制等の環境

負荷低減に係る対策の検討に努めること。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度に契約する印刷機能等提供業務の総件数に占める基準を満たす印刷機能等提供

業務の件数の割合とする。 

 


